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第 23回がん対策推進協議会議事次第

日 時 :平成 23年 8月 25日 (木 )

16:oo～ 19:o0
場 所 :厚 生 労働 省 専 用 第 15。 16会 議 室 (12階 )

議  事 次 第

△
ハ

議  題

(1)今後のがん対策推進協議会の進め方 について
(2)平成 24年度予算要求に係 る意見書について (報告 )

(3)が ん患者 に対す る支援や情報提供 の今後 のあ り方等 に関す
る意見について (報 告 )

(4)各専門委員会か らの報告
・小児 がん専門委員会
0緩和ケア専門委員会

(5)が ん教育に関す る意見について (ま とめ)

(6)そ の他

3 意見聴 取
0が んの手術に関す るこ
・放射線療 法に関す るこ

【資 料】

資料 1 がん対策推進協議会委員名簿
資料 2 今後のがん対策推進協議会の進め方について (案 )

資料 3 平成 24年度予算要求に係 るがん対策推進協議会意見書 (案 )

資料 4 がん患者に対す る支援や情報提供の今後のあり方等に関する
委員からの意見のまとめ

資料 5 今後の小児がん対策のあ り方について (小児がん専門委員会報
告書 )

資料 6 今後の緩和ケアのあ り方について (緩和ケア専門委員会報告書 )

資料 7 がん教育に関す る委員か らの意見のまとめ
資料 8 吉田参考人提出資料
資料 9 西村参考人提出資料

天野委員提出資料 都道府県がん対策予算と執行状況に関する意見書 (仮称)

中川委員提出資料 がん教育について
前川委員提出資料 学校での「がん教育」の在り方について
前原委員提出資料  「学校におけるがん教育」へのアプローチ
松本委員提出資料 がん教育及び緩和ケアについての意見

開

と

と



当日配布資料

平 成 23年 8月 23日

厚労省がん対策推進協議会会長 門田守人様

同協議会委員 川越 厚

第 23回がん対策推進協議会 協議事項補足意見書

緩和ケアに関する意見

緩和ケア専門委員会との関係の意見ですが、内容的には在宅緩和ケアに関す

ることですので、後 日の議論の中で詳 しく述べさせていただきたいと思います。

1.末期がん患者に提供する “緩和ケアの量"の問題

終末期患者を対象 とした緩和ケア (ぃわゆるホスピスケア)は、療養する場

所でのケアの質を向上させることも重要であるが、できるだけ多くの患者や家

族が希望する場所で最期まで過 ごせるような量的 目標の達成 も同時に重要であ

る。

量的 目標の達成のためには、最終的な看取 りの場所別の数的な達成 目標 (在

宅で言えば、在宅死数あるいは在宅死率)を国、地域 レベルで立てる必要があ

る。

(コ メン ト:前者に関しては緩和ケア専門委員会でかな り充実 した議論がな

された と思いますが、後者に関しては十分でなかったように感 じています。)

2.“緩和ケア専門の診療所を中心とした、在宅緩和ケアチーム"の必要性

在宅緩和ケアの質、量の充実のためには、緩和ケアを専門とする診療所を中

心とした専門チームを制度認定することが不可欠である。

(コ メント:制度に関しては、横断的視座に立った、医療法や介護保険法の

改定に踏み込んだ抜本的な検討を行うべきだ、と個人的に考えています。た

だ制度新設にこだわるよりも、実質的な成果が上がるような現実的な施策が

とりあえず必要なのだと考えています。現場はかなり窮屈な思いをしなけれ

ばな りませんが、遺憾ながらいた しかたないと思います。

このよ うな意見があつたことを記録にとどめていただきたい と希望 しま

す。)
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がん対策推進協議会委員名簿

資 料 1

平成23年 6月 1日

◎

氏 名 所属・役職

あまの しんすけ

天野 慎介 特定非営利活動法人グループロネクサス理事長

うえだ りゅうぞう

上田 龍三 名古屋市病院局長

えぐち けんじ

江口 研二 帝京大学医学部内科学講座教授

罰 崎 独立行政法人国立がん研究センター理事長

かわごえ  こう

川越  厚 医療法人社団パリアンクリニック川越院長

きたおか く み

北岡 公美 兵庫県洲本市健康福祉部健康増進課保健指導係

たむら かずお

田村 和夫 福岡大学医学部腫瘍・血液口感染症内科学教授

なかがわ けいいち

中川 恵一 国立大学法人東京大学医学部附属病院放射線科准教授

なかざわ あきのり

中沢 明紀 神奈川県保健福祉局参事監(兼)保健医療部長

の だ  てつお

野田 哲生 公益財団法人がん研究会がん研究所所長

はない み き

花井 美紀 特定非営利活動法人ミーネット理事長

じゅんいち

純―
』
原 大阪市立総合医療センター副院長

探譲 t月「ち 社団法人日本医師会常任理事

本田 麻由美 読売新聞社会保障部記者

まえかわ

前川
しヽく
去日

特定非営利活動法人周南いのちを考える会代表

乖湖
よしひこ

喜彦
九州大学大学院医学研究院臓器機能医学部門

~~

外科学講座当ィヒ器・総合外科学分野(第二外科)教授

韮 彗輩 特定非営利活動法人パンキャンジャパン理事

まつづき

松月 みどり 公益社団法人日本看護協会常任理事

」際
まつもと

松本 特定非営利活動法人愛媛がんサポートおれんじの会理事長

もんでん もりと

門田 守人 国立大学法人大阪大学理事・副学長

◎…・会長、○…日会長代理 (50音順、敬称略 )



今後のがん対策推進協議会の進め方 (事務局案 )
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個別課題

議論済み・中

がん教育(① )

拠点病院(③ )

支援口情報提供(② )

´́一日 これから議論

化学療法 (ドラッグロラグを含む)

在宅・チーム医療

がん予防・がん検診

がん登録

就労日経済負担

サバイバーシップ

がん対策指標

専門委員会

報告書作成緩和ケア小児がん



がん対策推進協議会 開催日程 (修正案)

Ｉ
Ｎ
Ｉ

回 日程 時 間 議題案

22 7月 27日 (オ0 15～ 18時 予算提案、専門委員会報告 (研究)、 支援・情報提供 (ま とめ)、

ヒアリング :がん教育

23 8月 25日 (木 ) 16～ 19時 予算提案、専門委員会報告 (小児

ヒアリング :がん医療① (手術・

・緩和)、 がん教育

放射線療法)

24 9月  9日 (金 ) 14～ 17時 がん医療① (手術口放射線療法)

ヒアリング :がん医療② (化学療法 (ド ラッグ・ラグを含む))

25 9月 26日 (月 ) 16～ 19時 がん医療② (化学療法 (ド ラッグロラグを含む))

ヒアリング :がん医療③ (在宅医療、チーム医療)

26 10月 20日 (木 ) 13～ 16時 がん医療③ (在宅医療、チーム医療)

ヒアリング :がん予防・検診

27 11月  2日 (水 ) 14～ 17時 がん予防 口検診

ヒアリング :がん登録、就労 日経済負担、サバイバーシップ

28 11月 21日 (月 ) 16～ 19時 がん登録、就労 日経済負担、

ヒアリング :がん対策指標

サバイバーシップ

29 12月 12日 (月 ) 16～ 19時 がん対策指標、基本計画変更骨子案、重点事項

30 12月 26日 (月 ) 16～ 19時 基本計画変更案

※場所は未定



平成 24年度予算要求に係るがん対策推進協議会意見書 (案 )

平成23年8月 25日

がん対策推進協議会

がん対策推進協議会は、「がん対策推進基本計画」(平成19年 6月 閣議決定)の見直しについて、現在、
精力的に審議を重ねてきているところである。
次期がん対策推進基本計画を推進するにあたり、平成24年度予算として必要な措置を以下のとおり意

見書として取りまとめる。

1.がん対策 全般に対する事項

・ 厳しい財政状況を背景に、がん対策予算においてもシーリングを前提とした予算措置がされてきたが、
がんは国民の2人に1人が罹患するとされる国民病であり、国民の健康において依然として大きな脅威で
あることから、弾力的な予算措置をもとにがん対策予算の増額を行うこと。

2.平成 24年度概算要求に新たに盛り込むべき事項

(1)放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成
・ がん治療に付随する口腔や呼吸器併症のリスクを減らすための口腔ケアを行えるよう、がん専門病
院の医療者による歯科医療者向けの均てん化講習会などを行い、患者、歯科医師、がん主治医が安
心して歯科治療を行えるような連携システムを構築するために必要な医科歯科連携のための情報共
有ツールの構築・開発に要する予算措置を行うこと。

・ 高齢ながん患者を対象に、手術前、薬物療法前に一定の手順に則った全体像の把握をおこない、
有害事象の発症を予測し、高齢がん患者における治療安全性を高める方法を確立するための高齢が
ん患者の治療前総合的機能評価に必要な予算措置を行うこと。

・ 化学療法を予定している平しがん患者を対象として、化学療法施行時の頭皮冷却法の安全性の確認
及び脱毛予防効果、患者の満足度を評価する頭皮冷却法の確立と安全性評価に必要な予算措置を
行うこと。

(2)緩和ケア

・我が国おけるがん終末期(死亡前6ヶ月間)の 自宅療養期間・医療費・医療内容とその問題点を明ら
かにするために、がん患者の在宅緩和ケアの実態調査と不足している支援体制の調査に必要な予算
措置を行うこと。

(3)がん医療に関する相談支援及び情報提供

・ ピアサポートの実態把握及び効果検証、ピアサポートに関わる既往文献の収集・整理及び相談支援

センターとピアサポーターによる連携モデル事業の実施に必要な予算措置を行うこと。
・ がん患者や家族、経験者からの相談に24時間ワンストップにて対応する全国コールセンターの設置

に必要な予算措置を行うこと。

(4)がん登録

・ 全国のがん登録を実施する医療機関における、院内がん登録の登録作業の効率化と地域がん登録

との共通化を目的とした院内がん登録データベースシステムの開発に必要な予算措置を行うこと。
・ 地域がん登録の情報を活用し、がん対策に必要な情報を迅速に提供するため、罹患率計測の迅速

化等に対応した新たな標準データベースシステムの開発に必要な予算措置を行うこと。

(5)がんの予防

・ たばこ等の健康影響と必要な対策について国民が正しい理解を深め、自己決定能力と政策支援能

力を高め、がん予防政策に関する情報収集・発信に必要な予算措置を行うこと。

(6)がん研究
。各種がんに対する標準治療の進歩につながる集学的治療開発の研究者主導臨床試験を推進し、

がん診療連携拠点病院における臨床研究コーディネーター(CRC)やデータマネージャーを充実させ、

がん診療連携拠点病院における研究者主導臨床試験の実施基盤・強化を図るために必要な予算措

置をイテうこと。

・ 後期治療開発の研究者主導臨床試験を行う多施設共同研究グループの整備を進め、標準治療の

開発を進めるためのがん共同研究グループ整備に必要な予算措置を行うこと。

(7)小児がん

。平成19年度より施行された現在のがん対策推進基本計画では、小児がん対策が盛り込まれておら

ず、小児がん医療の質の向上や、患児・家族。経験者の支援体制の整備が不十分であることから、小

児がん診療連携拠点病院 (仮称)を整備し体制強化を図るために必要な予算措置を行うこと。

・ 小児患者等に対する緩和ケア講習会の実施体制の整備を図り、小児にも対応できる認定看護師、

薬剤師の養成を図るために必要な予算措置を行うこと。

・ 小児・若年がん患者の長期にわたる繰り返し治療を、出来る限り「生活の場」に近い環境で行う事に

より、患者のQOLを長期にわたって高品質に保つため、患者家族の負担を軽減する必要があることか

ら、小児。若年がん患者に対する治療環境改善のため、①病児教育の充実、②病診連携、病病連携

の緻密化とシステム化、③先端医療のシステム化、④支持療法の開発と一般化に関するガイドライン

を作成するとともに、相談支援センターに療養生活コーディネーターを設置に必要な予算措置を行う

こと。



3.既定予算の活用等を行い充実強化すべき事項

(1)放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成

・ 放射線療法に関わる放射線治療医・医学物理士・診療放射線技師、化学療法に関わるがん薬物療

法専門医・血液内科医、がん治療認定医、外科医、病理医、小児がん専門医、がん看護に関わる専

P号・認定看護師、がん薬物療法認定薬斉」師など、専門医療者の育成に係る予算措置を行うこと。
。文部科学省が実施しているがんプロフェッショナル養成プランについて、医療人の育成には長い期

間が必要とされることから、必要な見直しを行つた上で、必要な予算措置の継続を行うこと。
・ ドラッグ。ラグの解消に関して、過年度に実施されてきた未承認・適応外医薬品解消検討事業費等の

内容を受け、コンパッショネート・ユースの導入、未承認薬を用いた研究者主導臨床試験を行う施設ヘ

の財政的支援、支持療法薬のラグの解消に向けた検討などに必要な予算措置を行うこと。

・ ドラッグ・ラグの解消や先進治療がどこで受けられるかなどの情報発信、また、治験や国際共同臨床

試験などが円滑に進むための体制整備を推進するため必要なシンポジウムの開催及び患者アンケー

トを行うのに必要な予算措置を行うこと。

(2)緩和ケア

・ 現在実施している緩和ケア研修等事業、コミュニケーション研修事業、リハビリテーションに関する研

修事業及び都道府県が実施している緩和ケア研修等について、対象者の増員や内容の拡充図るとと

もに、必要な予算措置の継続を行うこと。

(3)在宅医療

・ 病院診療所連携及び診療所間の連携などにより、24時間体制で在宅のがん患者を往診してくれる

医療機関の充実するために必要な予算措置を行うこと。

(4)診療ガイドラインの作成

・ 科学的根拠に基づいて作成可能な希少がんを含む全てのがんについて、関連学会等が策定してい

る診療ガイドラインの作成及び改訂に必要な財政支援を継続するとともに、新たに、支持療法、精神

腫瘍学、社会学等のガイドラインの策定に必要な財政支援を行うこと。        '

(5)が ん医療に関する相談支援及び情報提供
。がん診療連携拠点病院に設置されている相談支援センターについて、相談員の配置に対する拠点

病院のインセンティブを確保するとともに、がん患者団体やいわゆるピアサポーターとの連携を図るた

めに必要な予算措置を行うこと。

・ 医療・介護・福祉。がん患者団体などの地域医療資源が連携し、包括的ながん患者支援を行うため

の地域統括相談支援センター事業に必要な予算措置の継続を行うこと。

(6)がん登録
。地域がん登録を実施している都道府県の登録センターの機能強化及び国民への啓蒙・情報提供に

必要な予算措置を行うこと。

(7)が んの予防

・ 国民の2人に1人ががんにり患するとされていることから、がんや医療、いのちに関する教育の充実を

図り、啓発教材の作成と配布など、がんに関する教育の推進に係る必要な予算措置を行うこと。

・ コマーシヤルでの受動喫煙防止や啓発など世間全般の意識に働きかけるのに必要な予算措置を行

うこと。

・ 基礎研究の分野で数多くのがん予防に関する研究が行われており、生活の中でがん予防を実施す

る者との意識のずれが大きければ、がん予防方策を立てても実現することはないことから、がん予防や

その研究に関する国民の意識調査を行い、基礎研究の立脚する土台を画一するために必要な予算

措置を行うこと。

(8)が んの早期発見
。国の補助事業であるがん検診推進事業について、対象となるがん種、対象年齢、検診方法などにつ

いて、科学的根拠に基づいて実施するとともに、がん検診の精度管理、受診対象者及び要精検者ヘ

の市町村が行う個別勧奨についても必要な予算措置の継続を行うこと。

・ 都道府県の生活習慣病検診管理指導協議会委員と個別検診担当医師を対象に、がん検診に関す

る精度管理と受診率向上策に関する講習会の開催及びと講習会の評価を行う予算措置を行うこと。

(9)が ん研究

・ 臨床試験や臨床研究への公的資金の増額、特に難治がん。希少がん。日本人に特有のがんやがん

遺伝子に関する研究と臨床試験ネットワーク、臨床研究に関わる専門職の育成、がんに関わる心理・

社会学的研究など、がん患者の受ける医療の向上に資する研究に必要な予算措置を行うこと。

。がんの原因究明・本態解明から個別化予防・個別化医療の実現に資するために、国家的プロジェク

トとして、地域住民を対象とした30万人規模の次世代分子疫学コホートを構築し、20年以上の長期追

跡を継続する研究を実施するための次世代大規模分子疫学コホート研究の体制整備に必要な予算

措置を行うこと。
。東 日本大震災に伴う福島第一原発からの放射性同位元素排出により、低線量率放射線被曝が問題

となつている地域住民に対し、個人の放射線被曝線量を測定し、データを個人にフィードバックするこ

とにより不安の解消や警鐘に役立てるとともに、放射線環境と個人の被曝線量の関係、ならびに、長

期低線量率放射線被曝と健康被害に関する医学的デ‐夕を収集ために必要な予算措置を行うこと。

(10)そ の他
。がん患者が日常生活面で感じている不便さを明らかにし、国民的な取り組みとして、がん患者が暮ら

しやすぃ社会づくりを進めるための基礎資料とするため、大規模調査を実施するために必要な予算措

置をイテうこと。

・ がん患者を診療する医療機関の給食実態を把握し、がん患者の疾病別の特別メニューの共通項目

を抽出し、メニュー開発、がん患者の“食の楽しみ″と“栄養改善"を満足する個別給食メニューの高度

化を図るために実施するがん病態別個別医療食全国調査を実施するために必要な予算措置を行うこ

と。



がん率」策基本法では、基本理念のひとつとして、に述べられてい
ると裏湾キ「がん患者の置かれている状況に応じ、本人の意向を十分
尊重 してがんの治療方法等が選
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定されている。
これまで、国厚生労働省においては、がん診療連携拠点病院に対

資するため、            今後のあり方等について、
集中的に審議を行い、以月%D牲Jりつ

`9結
果を取りまとめた。この取

りまとめを土台とL/て、がん文」策推進基本計画の変更について検討
することが求められるを行う。

(患者 。家族への支援体制について)

。 がん患者及びその家族への相談支援については、これまで、が
ん診療連携拠点病院に設置された相談支援センターにおいて
行われてきたところ。ど生これに加え、平成23年度予算にお
いてはより、都道府県に地域統括相談支援センターを設置し、

製 患者及びその家族等のがんに関する相談について、心理、
医療や生活・介護等様展な分野に関する相談を提供する体制を
螺 構築することとした。7後、憲者・家族にとって、治療と
ともに、住み慣れた地域で普通の暮らしを続けるための支援や
情報は欠かせないものであるため、全都道府県においてこの取
組を普及することが期待される。

・ がん診療連携拠点病院に設置された相談支援センターは、がん
患者及びそのユ家族の治療や療養における不安を軽減し、家庭
復帰や社会復帰を果たす上での支援を行うなど非常に重要な
機能を有している事る。しかしながらただし、がん患者の幅広
い相談内容に対して、対応する相談員の職種や身に⊇けている
知識等により、相談対応できる分野や内容にばらつきがあるこ
とや、への姿勢が異なるこ之ガ嗜義ら中ぃ感走_医療機関によ
っても、相談支援センターの活動に対する支援の程度取組みが
様皮であるとの指摘がある。今後、相談支援センターの更なる
質の向上を目指し、地域や患者・家族の実態に応じた、各相談
支環センターの自律的。主体的な取組を促す体制整備を行い進
めるため、                      と
が必要である各拠点病院等におlJる相設支援センタこの好事
例の提示等、全国の相談支援センターに対するモデルを提示す
ることが期待されている。

。 また、相談支援センターにおいて、習熟した相談員の定着や正
確ながん診療情報の作成と公表のための医療職の配置の充実

平 成 23年 8月
がん対策推進協議会

がん患者に対する支援や

sttR墨異皇算Cr&罫
等に関する委員か

らの意見のまとも

扱さそあ曇桑
二返巧i董曇

当協議会では、がん患者に対する支援や情報提供の更なる推進に



のための取り組み等に対し、を毛もうぃより質の高しヽ相談支援埜
制を可能な限り客観的に評価する指標を作成した上で、インセ
ンティプを付する方向で検討する。

。 さらに、今後謀澪礎嗜長び摯霧劾禦実業つて率カエ

“

9や事1ノユ

よう荘キがん診療連携拠点病院の機能や相談支援センターの設
置場所、相談できる内容等を院内掲示するとともに、場所がわ
かそ帳拝評キ相敲K楚《粟咤濫郵評桜割出さの場所任一:起の箇項昇
数掲示事ることやホームページ等で任わかりやす<表示する
ことを、拠点病院の指定の要件とする。

・ また、がんという命に関わる病を抱え、不安や悩みを抱える患
者及びそのユ家族に対し、同じような経験をした者同士の共感
や支え合い (以下、「ピアサポート」という。)は支援の一つに
なることや

…

、がんという共通体験を持つ者の語り合
いや学び合いを通じてとおして互いに支え合うという、医療者
とは違う役害」を担うことが期待される。このビアサポートを積
極的に推進するため、がん患者及びその家族等の当事者が心の
悩みや体験等を語り合うための機会に対し、精神的支援、情報
提供による美援を得られる出3■蠍創断夕劇泰輿等を語―り合
うための機会を支援を行うことはすることは_重要である。

1点:応

提手等総

〔蓬力∫

ー・ これまでの相談支援センターはt基本的任がん診療連携拠点病
院に設置されるものについて補助を行つてきたが、平成23年
度新規に予算が計上された地1或 統括相談支援センターについ
ては、病院外にも設置される相談支援センターとして意義があ
り、着実に進める必要がある。また、相談支援センターや地1或

統括相談支援センターの周知を徹底する菫対策や、相談支援と
1情報提供を治療の流れの中に組み入れるシステム作りなどを
検討することも重要である。特に、地域統括相談支援センター
に関しては、どのような意義があるのかを広く一般に周矢0ュさ

せることが肝要である。そのためには、各拠点病院における相

談支援センターとの役害」分担及びその連携方法等、具体的な機

能の詳細を明示すること、そして事前に評価項目の策定をして

おくすることが重要である。さらに、地域の中心的なセンター

として機能するための人員の配置と整備を備えるように努力

する。

。 さらに、相談支援センターや地域統括相談支援センターのみな

らず、医療現場においても、医療の提供のみならず、可能な限

り、患者の立場に立って、有用な情報の提供及び相談支援を行

うことが望まれる。医療現場が有用な相談支援、情報提供がで

きるように、医療者が活用できる相談支援の事例をまとめた事

例集等を作成、配布するなどして医療者を支援する必要がある。

。 また、相談支援以外の支援内容については、1)経済支援、2)
就労支援、3)子育て 。介護支援が挙げられる。

.1)経 済支援については、長期にわたつて継続して治療を受け

るがん患者について、高額療養費制度における負担上限額を所

得に応じて軽減するとともに、社会福祉協議会における療養貸

付期間の延長がなされる感う■らりu襄出墓協議会どじて努力

事るを検討する必要がある。
・ 2)就労支援については、がん患者が治療に伴い、退職や転職

を余儀なくされ、生活や就労環月に支障をきたす場合が多いた

上 ■がん患者及び経験者の働く権利、人間と_しての尊厳を守

リニ就労 `復刷支援に資するよう、がん経験者が働<権利を擁

護するための制度や、短時間勤務制度の拡大や休職規定の充実

等を含む、企業の就業規則における合理的配慮を義務づけるた

めの制度について|ごついて、検討する必要があるを行う。
・ 3)子育て 。介護美援については、がん患者の家庭内に子ども

や要介護高齢者等がいる場合、患者自身が治療や療養に専念で

きないことや、家族が、患者の世話と育児や高齢者の介護等の

両方を行わなければいけないため疲弊すること等が起こる。治

療療養中の育児・介護を支援するため、保育所やす介護施設ェ
の             一時預かり釜の柔軟な対応や、

ボランティア等で運営する子ども-0寺 預かり施設の設置等に

ついて、早期実現に向けて検討する必要があるを行う。



民に対する支援の先進的な取り組みとなるよう、進める必要が

係を十分に配慮する必要がある。それらの実現に向けて努力事
る 。

(情報提供体制について)

いるところ。

.薬悪畢昼
|;晨

巣祗 膚瑾層蚕旱堤ll亀拳蜃1歩蓄ふん研究セ

88ビ翼醜 7黎昂穏『
理`解しやす<編集し患者

がん治療等の情報について立、特に患者のニーズの高い施設別
治療成績や採用 している具体的な治療方法及び緊急時の診療

体制等や、それらのデータの科学的な正しい解釈の提供体制を、
よリー層充実することが求められる。

また、
一

学校におけるがん教育の推進は重要であり、
予防教育としての趣旨も含め、今後、義務教育段階からのがん

文す策を推進することが重要である求められる:また、がん患者
及び体験者、地i或の医師会、保健所及びがん関連学会の学会員
豊が、全国の学校や学生が集まる機会に請演するなどの取組を、
医師会、患者会及び学会と共に検討する必要がある。教育プロ
グラムについては、患者や家族など当事者も参画し検討する。

さらに、国民が、がんをより身近なものとしてとらえるとともに、

がん患者となった場合でも適切に対処することができるよう、国民
全体へのがんに関する情報提供が必要であり、力やんの予防を含めた

がん教育を進めることについて検討する

なお、がん患者に対する支援と情報提供は車の両輪であり、情報

を持っているが理解が進んでいなぃことがあるため、理解促進の支

援昼も重要であり、る

「

lb理的支援とセットで実施できるシステム

を検討することもが重要である。また、がん患者に対する支援や情

報提供に係る施策の評価項目の設定や財政支援についても、喫緊の

課題である。

匡}異
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～今後の小児がん対策のあ り方について～

(舅ミ)

(小児がん専門委員会報告書)

平成 23年 8月 10日

がん対策推進協議会

小児がん専門委員会

1 がん対策推進基本計画による取組

(1)がん患者 を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

がんは、我が国において昭和 56年から死因の第一位となっていることから、「国

民病」と位置づけられており、がん対策基本法第 2条第 3号においても「がん患者の

意向を尊重したがん医療の提供体制の整備」と規定されており、国民目線でのがん対

策が実施されている。一方、子どもは国民の宝として大切に育てられるべきであるに

も関わ らず、がんは小児において病死原因の第一位を占めており、がん対策推進基本

計画には、小児がん対策はほとんど盛 り込まれていない。その結果、小児がん対策が

著 しく遅れている。

これまでの基本計画がおもに成人の 5大がんを中心としたものであつたこと、小児

がんの多くが小児病院で診療されていること、患者が子どもであり国への声が届きに

くいことなどが、小児がん患者が本基本計画の思恵にあずかれなかった理由と考えら

れる。小児がんは成本がんとはまったく異なる疾患群で、小児白血病のほか多くの種

類の胎児性腫瘍や肉腫により構成される。これらの疾患は発生頻度が低 く、様々な部

位から発生するうえ、小児から思春期、若年成人にまで発症するため、一口に小児が

んといつても、多種多様ながん種と幅広い年齢層を念頭に置いた対策が必要である。

思春期がんを含む小児がん (以下、小児がん)は成人がんと比べ、化学療法や放射

線治療への反応性が良好であり、適切な治療の実施により多くのがん種で高い治癒率

が得られる反面、たとえ治癒しても強力な治療による合併症に加え、成長発達期の治

療によるその後の合併症 (両者を合わせて晩期合併症と呼ぶ)力 、`治癒した後も問題

となるなど、日常生活における様々な心理社会的問題に波及することから、成人がん

とは異なった取 り組みが必要である。また、現在、大震災での子どもの放射線被ばく

によるがんの発生についての取り組みも求められている。

(2)小児がんに対して重点的に取 り組むべき課題を定めた総合的ながん対策の実施

がん対策推進基本計画は、「がんによる死亡率の減少」及び「すべての患者お
よびその家族の苦痛の軽減ならびに療養生活の質的向上」を全体目標としており、「が

ん医療」についてば、がん診療連携拠点病院整備を中心にがんの治療の均てん化が行

われてきている。しかし、小児がんは化学療法や放射線治療への感受性も高く、正し

い診断のもとに経験豊富な施設で的確な治療を迅速に行うことがより求められるに

も関わらず、発症数が少ないうえに症例が分散しており、必ずしも正確な診断や適切

な初期治療がなされていない。また、小児がん全般に対応可能な複数の領域の専門家
・

1・



が揃い、
,小

児に適した治療設備を備えた施設は極めて少ない。小児がんは多様な疾患
の集まりであるが化学療法や放射線治療の進歩により全体の 7割で治癒が可能とな

り、今や小児がん経験者 (小児がんの原疾患が治癒した者)は 20歳代の約 1,00
0人に 1人に達 していると推定され、今後さらに増加する見込みである。しか し、小

児がん経験者にとっては、晩期合併症 (発育・発達障害、内分泌障害、臓器障害、妊

學性障害、高次脳機能障害、二次がんなど)が大きな問題であるにもかかわらず、そ

の実態と対策はいまだ明らかではなく、長期フォローアップ体制の確立など成人がん

と異なった医療体制と社会支援が強 く求められている。

2 小児がんをめ ぐる現状

〇小児がん医療の問題点

がん医療において質の高い医療を提供するためには、医療者の経験値を高めること

が必須であるが、小児がんは発症数が少ないため、専門施設に患者を集約 し、人材と

医療技術を集中させて診療の質を高めることが重要である。すなわち、集約化が必要

である。現状では2000～ 2500人 の患者が約200施設で診療されている。

抗がん剤については、市場規模が小さいことから企業治験は皆無に近 く、小児がん

に適応のある薬剤は極めて限られており、成人がん領域と大きな格差がある。また、

適応外薬剤の使用についても施設格差がある。小児腫瘍に精通した放射線治療医や病

理医も極めて少なく、これらへの対応もたち遅れている。成人領域ではこの数年間で

大きく前進した緩和ケアについては、小児領域では終末期ケアも含めてほとんど対策

はなされていないという状況である。

(1)小児がん患者と患者家族の視点に立ったがん対策の実施

小児がんの治療は強力な化学療法が行われるため、患者及び家族は半年から¬年間
の入院を余儀なくされる。しかし、治療中の子どもの権

～
1の保証や家族支援が不十分

な状況であり、療養環境や教育体制も不備である。また、家族、きょうだいの犠牲も

大きく、遠方べの通院や付き添いなどの負担により両親が仕事を失うなど、経済的な

負担にも悩まされている。

|   このような状況の中で患者家族は、小児がんに関する様々な情報に期待し、適

切な治療を求めているが、正確な情報は極めて乏しいうえに様々な情報が交錯してい

て正しい情報が得ることが困難である。また、相談する場やセカンドオピユオンヘの

対応も不足しており、こうした現状を改善していくことが求められている。

(2)治療後の小児がん経験者の視点に立った小児がん対策の実施

現在、小児がんのフ割が治癒する時代となり、小児がんを克服した小児がん経験者
‐2‐

が次第に増えている現状で、小児がん経験者の晩期合併症 (発育 。発達障害、内分泌

障害、臓器障害、妊早性障害、高次脳機能障害、二次がんなど)や、それによる心理

社会的問題の実態が十分に把握されていない。また、小児がん患者を長期にわたり支

援する長期フォローアップガイドラインやその診療体制も確立しておらず、多くは初

期治療を行つた小児科医が継続して行つているのが現状である。各分野の専門家がか

かわる医療体制や、成人後の患者に対しての成人科との連携など多くの課題がある。

治癒後は成人として社会参加が望まれるが、治療後の就学先、就職先の無理解、相

談支援先の不足、民間保険への加入制限、成人後自立できず収入がない中、晩期合併

症に必要な医療費支援がないなど心理社会的問題に対する相談支援が不足し、小児が

ん患者の自己実現を阻んでいる。

(3)思春期がん 。若年成人がん患者の視点に立ったがん対策の実施  ‐

ここでいう思春期・若年成人がんとは、思春期 。若年成人にみられるいわゆる小児

がんと呼ばれるがん種のことで、成人には稀な骨軟部肉腫が多いが、肉腫の経験に乏

しい成人がん施設で治療されることが多く、しかも症例が分散しており対策が極めて

遅れている状況にある。疾患としては小児領域に多いため、経験豊富な小児がん診療

施設あるいは疾患特異的な専門施設で診療されることが望ましいが、年齢的には小児

と成人領域のはざまになるため、適切な治療機会を失することも多い。晩期合併症や

治癒後の様々な心理社会的問題は小児がんと同様であり、相談支援体制の構築が求め

られている。

3 今後の小児がん対策への展開

「がん対策推進基本計画」は、がん対策推進基本法第 9条第 1項 に基づき、長

期的視点に立ちつつ、平成 19年から5年の間にがん対策の総合的な推進を図るために

定められたが、これまで述べてきたように小児がんに対する対策は立ち遅れている。今

後の5年間においては、次期基本計画に基づき、小児がん診療体制と長期フォロニアッ

プ体制の確立などの小児がんに対する総合的な対策として以下の対応を行い、「′]ヽ児が

んを国民が理解し、小児がん患者 。家族の命と将来を守る社会」を実現することをめざ

す。

(1)小児がん患者への専門医療の提供体制と長期フオローアツプ体制を整備した専門施設

(地域の中核となる小児がん拠点病院と中央の小児がんセンター)を設け、患者を集約

化して最新かつ最適な治療を提供すると共に、地域の医療機関との情報共有と連携に基

いた治療後のフォローアップを行う。

・3‐
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Ⅱ.取 り組むべき

対策が遅れている小児がん対策を総合的に推進していくには、小児がん拠点病院 (仮称ご

以下略)の整備及び地域ネットワークによる患者の集約化と小児がん患者に対する切れ目

のないフォローアップ体制の確立と患者。家族支援を行うことが必要不可欠である。また、

情報の一元的配信などの患者支援、診療施設に対する診療支援さらに新規治療開発なども

含む小児がんに対する種々の総合的な施策を行う小児がんセンター (仮称、以下略)の設

置が必要である。

1 小児がん診療体制のあり方について

思春期・若年成人がんを含む小児がん (以下、小児がん)に対し迅速で正確な診断と

適切な治療を提供 し小児がん対策を総合的に推進するうえで必要な医療基盤を整備し、

全ての小児がんに対応できる複数の領域の専門家による診療体制を構築 した施設を定

めて、患者 を集約 していく必要がある。

(1)小児がん拠点病院 (仮称)の整備

(現状及び課題 )

現在、日本では200を超える施設で小児がん診療が行われているが、数年間に新

規症例が 1例程度の施設も存在しており、集約化がなされず、必ずしも適切な治療が

なされていない。

(取 り組むべき施策)

小児がん患者と医療者の集約化に基づく医療の質の改善のために、小児がんの領域

別の複数の専門家の配置、医療設備、療養環境や患者支援のための機能整備などの必

要要件を定めた小児がん拠点病院を整備する。小児がん拠点病院は、小児がん患者の

診断、化学療法、外科療法、放射線治療などの専門家による集学的医療の提供ととも

に、小児専門の緩和ケアチーム、十分な看護体制、小児がん患者とその家族を支援す

る職種 (療養生活を送る子どもに、遊びなどを通 じて心理社会的支援を行う職種、社 `

会福祉士など)を配置 してこれらが職種横断的に連携するためのキャンサーボー ドを

設置し、さらに患者・家族の相談体制を整備しなければならない。施設面では、院内

学級、プレイルーム、さらに家族の宿泊施設などを整えることとする。このような小

児がん拠点病院を整備して、患者の集約化を図る。小児がん拠点病院では、ガイドラ
イン治療のほか、新たな標準治療の確立と新規治療法の開発のための臨床試験を積極

的に行うとともに、連携した医療機関での診療内容を把握して指導する。早期診断と
‐
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的確な診療のために (2)で示す地域連携ネットワークについて具体的な方策を段階

的に立てて実現するとともに、放射線被ばくによるものを含めた小児がんの検診体制

の構築も必要である。

(2)医療機関等の地域連携のあり方

(現状及び課題)

発症か ら小児がんを疑うまでに時間を要することがあり、適切 な医療機 関や専

門施設が明らかでないことから、患者が早期に正しい診断と適切な治療を受けること

が難しい状況にある。このために、小児がん拠点病院を中心とした有機的な地域連携

ネットワークを段階的に確立 し、小児がん診療にあたるべきである。

(取 り組むべき施策)

小児がん拠点病院は、包括する地域における小児の初期診療を担う医師へ小児がん

の啓発 と教育を充実させる手段を講 じると同時に、小児がんの初期症状や発症年齢な

どのデータを公開し、が

～

を疑った場合の拠点病院との連携体制を具体的に構築する。

小児がんが疑われる患者と診断した医療機関は小児がん拠点病院に速やかに連絡 し

て診断を依頼するなどのコンサルテーションを受け、地域連携ネットワークの中で適

切な診断と治療が提供できる体制を整備する。地域の連携病院で治療を行う場合は、

小児がん拠点病院で行われるキャンサーボー ドヘの参加などを通 じて診療情報を共

有することが必要である。原疾患の治療が終了した後も、フォローアップに関する地

域連携ネットワークによる支援を切れ目なく提供する必要があることから、患者・家

族各々にフォローアップガイ ドラインを提示し、フォローアップ手帳なども用いて、

適切な医療機関および適切な診療科で連携 しながら確実なフォローアップが可能な

体制を整備してい〈。小児がん拠点病院の種々の機能については、適切な委員会など

を設置 し、関係者、患者・家族からの意見を取り入れ助言する。

(3)小児がんセンター (仮称)の整備

(現状及び課題)

小児がんの理解が一般社会のみならず医療関係者にも不十分であり、患者に理解し

やすくかつ信頼性の高い情報が乏しいうえに様々な情報が流れていることから、正確

な情報が得られにくい。小児がんについての正しい知識、小児がん診療施設の診療体

制や診療実績、各種ガイ ドライン、新規治療法、副作用などの治療関連、さらに長期
フォローアップ体制、晩期合併症対策や生活支援などの治療終了後に関する情報など

が不足 している。また、がん登録が不十分であり疫学研究が行われていないため、小

児がんの原因、誘因が不明であるばかりか、わが国における小児がんの発生数や死亡

数も明らかではない。一方、小児がん診療については専門的な病理医や放射線診断医
‐6

が不足しており、各医療機関独自で適切な診断が困難となつている。また、各医療機

関での診療の質の担保がなされていない状況である。新規治療法開発なども含めた総

合的な小児がん対策を中心となって推進する機関もない。

(取 り組むべき施策)

総合的小児がん対策を中心となって推進するための小児がんセンターを設置し、前

項で述べた小児がん拠点病院の診療体制や診療実績、各種ガイドライン、新規治療法、

副作用などの治療関連、さらに長期フォローアップ体制、晩期合併症対策や生活支援

などの治療終了後に関する相談支援情報を―元的に発信するシステムを構築する。そ

のために、各小児がん拠点病院が地域の連携施設とのネットワークの中で得られた診

療実績についての情報を小児がんセンターに継続的に集積する。小児がん診療の質を

担保するため、小児がんセンターで病理・画像診断などの中央診断・コンサルテーシ

ョンシステムを構築すると同時に、小児がん拠点病院の診療内容をモニターし、必要

に応じて適切な助言をする。また、小児がん登録や疫学研究を中心となつて推進する

とともに、検体バンクなどによる研究支援も行う。そのほか、新規治療開発や総合的

な小児がん対策に必要な施策を提言し、推進するなどの総合的な機能を有するものと

する。小児がんセンターの種々の機能については、適切な委員会などを設置し、関係

者、患者・家族からの意見を取り入れ助言する。

2 小児がん患者及び家族に対する支援について

(1)小児がん患者 。家族への相談支援

(現状及び課題)

小児がん患者・家族においては、病気や治療だけでなく、病気に伴い発生する心理

社会的問題や、それに対する活用可能な社会資源などについて、十分な説明や相談支

援体制がほとんどない。また、治療終了後の小児がん患者の転居や進学などによつて、

フォローが途切れることにより十分な相談支援の実行がさらに難しい現状となる。診

断時からの継続的な情報提供ならびに心理社会的支援が必要である。

(取 り組むべき施策)                 ―

小児がんセンターからの情報公開は、一元的かつ標準化された系統的、網羅的な惰

報 (診療ガイドライン、フォローアツプガイドライン、副作用情報(医療支援情報、

経済支援情報など)がインターネットなどを介して配信される体制が必要である。ま

た、24時間対応可能な患者相談のためのコールセンターを小児がんセンターに設置

する。
・7・
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さらに、終末期ケアを含めた緩和ケアについては、小児がん患者・家族に最適化さ
れたケアがほとんど提供されていないという状況である。

(取 り組むべき施策)
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(現状及び課題)

原疾患が一段落した時点以降の長期間にわたるフォローアップが必ずしも十分に

行われていない。また、疾患や治療の合併症や後に生じる晩期合併症に関しては、患

者やその家族に著しい精神的および身体的苦痛が生じる場合もあるにもかかわらず、

その対処も不十分な状況である。小児力ぐん経験者は個々の合併症の度合いやその併発

によって各々に問題を抱えているが、治療後の原籍校への復帰を含めた就学や就労支

援を含む自立支援体制がほとんどない。精神的及び身体障害を重複する小児がん患者

も多く、その苦痛や支える家族の負担は著しぃものとなる場合もあるが、それぞれに

対する福祉 ,介護制度での対応では救済されない場合が多い。このため子どもの成長

とともに家族の負担は増えてくるのが現状である.

(取 り組むべき施策)

小児がんの晩期合併症の現状を把握した上でその対応を進めていく。フォロー

アップ診療は、成人診療科と十分な連携の上に行われるべきで、患者個々によって対

応が異なるが、地域の家庭医や成人診療科に円滑に移行できる体制整備とともに、小

児がん拠点病院ではフォローアップ外来と相談支援センターを併設して、小児がん患

者が抱える心理社会的問題、特に自立支援に対して総合的に対応できる体制を確立す

る。経済的問題に対しては、20歳以上の患者の医療費支援のあり方の見直し、障害

者支援に関する制度など、他法との整合性についても検討し、活用可能な体制を確立

する。またt就労支援については、小児がん経験者が働く権利を擁護するための制度、
企業の就業規則における短時間勤務や休職規定の充実を含む合理的配慮を義務づけ

るための制度など、小児がん経験者の自立に資する制度についても検討する。

3 小児がんの登録制度の整備

(1)小児がん登録制度の整備

(現状及び課題 )

小児がんの登録については、小児専門病院など現在のがん診療連携拠点病院以外の

施設で診断および治療がされることが多く、院内がん登録や地域がん登録から漏れる

ことが多い。小児がんは発生数が少ないことから悉皆登録力ぐ必要であり、学会で登録

事業が行われているが、登録は各施設の自発的な判断に任されており全数把握までに

至つていない。そのため、発生数の増減や死亡率の推移が不明であり、がん対策の遂

行上、大きな障壁となっている。

(取 り組むべき施策)                       ′

`       
・9・

(3)小児がん経験者への支援



登録制度は、治療や研究に必要なだけでなく、成人後の小児がん患者支援のために
も重要なシステムである。悉皆登録のためには、法制化も含めた医療機関からの登録
の義務化が望まれる。また、登録しやすい様式と仕組み、目的に応じた登録制度の構
築とともに、治療施設ごとの登録データの公開や治療成績の公開も必要である。

小児がん拠点病院においては、現在行われている小児がんの登録システムや院内が

ん登録および地域がん登録との連携を構築することが必要である。

4 小児がん対策における研修・教育体制について

(1)小児がんについての学校教育のあり方

(現状及び課題)

小児がんは、ドラマなどの題材にはしばしばなるが、子どもを含む国民に対し、正確な情
報に基づく啓発がされていない。そのため、小児がん患者に対するいわれなき偏見や憐憫
の対象となりやすい。また、知識不足のため、小児がん患者の医療機関への受診の遅れ、
さらには適切な診断と治療の機会喪失につながっている。特に、小児がん患者あるいは経
験者を受け入れる学校での認識不足は、患者たちの不利益となつているのが現状である。

(取 り組むべき施策)

小児がんは成人がんと同様に学校教育に組み込んで、小児がんや小児難病ヘ

の偏見を払拭することが望まれる。まず養護教諭をはじめとする学校関係者が理解し、
がんや小児がんに対し子どもに恐怖感等を与えないよう進めていくための研修が必
須である。

(2)小児力やんに携わる医療従事者などの育成・研修体制

(現状及び課題)

関係学会で小児がんの専門医制度が開始された状況ではあるが、必要最低限の条件
であり、必ずしも小児がんすべてに対する高い専門性を担保するものではない。小児
がんに携わる医師以外の医療関係者の育成・研修制度は皆無である。

(取 り組むべき施策)

専門医は、
｀
その経撃症例や経歴を公表して客観性のある専門性を示すべきであり、

学会が構築する制度とは独立した評価に基づくことが望ましい。小児がんの専門医育
成のための研修制度も、学会で設けているが、さらに高い専門性を担保できるよう小
児がん拠点病院への患者の集約化とともに十分な症例数の経験が可能な研修体制を
構築する。また、小児がんのトータルケアに関わる小児がん医療関係者の研修制度に
ついても、小児専門看護師、がん専門看護師、療養生活を送る子どもに遊びなどを通

‐10

じて心理社会的支援を行う職種、臨床心理士、社会福祉士など:職種を超えて小児が

んについての研修を行うことが望まれる。思春期を含む子どものための緩和ケアの充

実のために、現在行われている小児緩和ケア講習会を制度化し、その内容には、患者

とその家族とのコミュニケーションスキルや年齢別の問題点を明らかにしたロール

プレイなども含まれるべきである。

5 小児がん研究体制の整備について

(1)臨床試験研究体制のあり方

(現状及び課題 )

行うべき臨床研究は多岐に渡るが、治療開発のためのものとして大きく2種に大別

される。ひとつは適応外薬などを用いた早期開発試験でもう一つは標準治療を決定す

るための後期試験である。前述 したように日本では200を超える施設で小児がん診

療が行われているため、後期試験に必要な症例数を集積するためには 100以上の施

設を対象としなければならない。そのため、試験を完了するのに長期間を要するばか

りか、膨大な経費と人的資源を必要とし、極めて非効率である。少数施設で行うべき

早期開発試験も同様の理由で遂行が困難である.また、小児系診療科は人員が少ない

ため、試験の円滑な実施に困難をきたしている。すなわち、臨床試験体制は極めて不

十分である。

(取 り組むべき施策)

小児がんは発症数が少ないことから、小児がん拠点病院に集約化 して治療を行い、

多種の難治がんを対象とした臨床試験を効率的に実施できる体制を確立する。特に厳

重なモニタリングを必要とする早期開発試験においては 10施設以下に集約した施

設 (小児がん拠点病院)で行える体制を整える。このためには臨床試験を支援する専

門職の配置などが必要である。また、がん碑ごとの臨床試験の実施状況やその結果を

公開することも重要である。

(2)創薬及び新薬開発に関する研究

(現状及び課題)

小児がんに対する未承認薬や適応外薬に関しては、成人にくらべ著しく遅れており、

過去 7年間では自血病用抗がん剤が 1薬剤、固形がんでは造血幹細胞移植用の1薬剤

を除くと皆無である。その大きな原因は、市場規模が小さいため製薬企業にとつては

魅力がなく、適応取得に要するコストを回収できないためである。



(取 り組むべき施策 )

(3)基礎研究及び橋渡し研究、疫学研究のあり方

(現状及び課題 )
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民に周知し、さらには適切な評価を受けることも重要である。

(4)医療機器開発研究のあり方
｀

(現状及び課題 )

医療機器関連の研究は、ほとんどされていない。小児に特化した医療機器や設備の
開発への期待は大きい。

(取 り組むべき施策)

小児に適した医療機器の開発を積極的に行い、特に重粒子線や陽子線の応用と小児
に対する保険適応についての検討を行うべきである。

6 評価指標の策定について

小児がん患者・家族のいのちと将来を守るための小児がん医療実現を目指し、以下

の評価 目標を定める。

(1)小児がん拠点病院への小児がん患者の集約化

小児がん拠点病院の整備に伴い、拠点病院での小児がん患者の診療実数、コン

サルテー シヨンされた症例数の状況を把握 し、患者の集約化の程度を把握する。

(2)診療ガイ ドライン及びフォローアップガイ ドライン提示とその効果

小児がん拠点病院にて把握された小児がん患者には、診療ガイ ドラインが提示

され、また、小児がん治療終了者全員がフォローアップガィ ドラインを提示 され

た うえで、フォローアップ手帳が入手ができることを目標 とする。

(3)死亡率の減少

各地域での年齢別の小児がん死亡率を把握 し、死亡率の減少効果について検証する。

(4)患者・家族の満足度向上

患者・家族に対する全国共通の満足度調査にて、治療および療養生活に関する満足

度を計測することにより、診療の質と患者・家族支援体制の充実度を評価する。

(5)小児がんセンターの機能評価

小児がんセンターの所定の年度Bll目 標の達成度について年度ごとに評価する。

(6)小児がん拠点病院の機能評価

小児がん拠点病院の指定要件を主とする目標の達成度を年度ごとに評価する。



小児がん対策を計画的に推進するために必要な

1 評価体制の整備

小児がん対策を実施するに当たり、その達成度について検討し、評価や助言を継続的

に行う体制が必要である。指標としては、個別目標の項で述べた事項について評価する

が、評価する場には小児がんの専門家とともに患者・家族の代表が委員として加わった

第二者機関などの組織で、継続的に小児がん対策、特に小児がん拠点病院および小児が

んセンターの運用状況について評価 し、助言を行う。

2 小児がん拠点病院の指定と段階的整備

小児がん拠点病院を設置 して、小児がん患者を集約 し、最新かつ適切な治療を行うに

あたり、その設置にあたっては、段階的な指定要件の策定および要件達成のための方策

について検討することが必須である。また、造血器腫瘍、脳腫瘍などの臓器別の小児が

ん拠点病院施設の構築も検討すべきである。

3 小児がん領域の診療の適正な評価

小児がん領域での診断や治療には、成人に比べより多くの時間と医療関係者、および

専門スタッフが必要である。特に小児科においては、社会問題となっているように、医

師の不足が顕著であり、小児がんに関する専門医が育ちにくい環境がある。保険診療に

おいてそれに見合った診療報elI上 の加算や予算の担保が必要である。

特に放射線療法については、言い聞かせや静脈麻酔による鎮静が必要であり、成人に

比べて数倍の時間と人手を要する。また、対象が小さいうえに晩期合併症の危険性が高

いため、より精度の高い機器、および技術が必要なため、小児がん拠点病院で対応する

とともに保険診療におけるそれに見合う加算が必要である。現状ではこれらの理由のた

め、小児は最新の放射線治療から排除される傾向にある。

4 長期フォロ

「

アップのために有用な基盤整備

小児がん登録によって、個別の小児がん患者の把握が可能となるが、患者とその家族

が希望すれば、それと同時に個別め患者支援が開始され、長期フォローアップにも活用

することが可能となる。長期フォローアップのデータと連結すれば患者 。家族支援にと

ってより有用と考えられるため、今後、個人情報の取り扱いに十分留意した形で対策を

講じる必要性がある。

5 就学支援体制 (学ぶ権利)の整備

集約化、拠点化に際しては、遠方から入院する患者が増加すると予想されるが、都道

府県を越えて容易に転籍を可能とする全国統一した対応策が必要である。また、外来通

院中や退院後の教育支援、訪間看護や訪間教育についてもさらなる充実を図る必要があ

る。

6 ソ1ヽ児がん領域の医療関係者の育成

小児がんの治療のために療養生活を送る子どもに、遊びなどを通じて心理社会的支援

を行う職種や小児がんに精通した看護師などの認定制度についても構築していく必要

がある。また、医療制度などの制度面だけでは不十分な部分が多く残るため、これらを

埋めるために、患者・家族会による支援、ピアサポーターの育成なども積極的に取り組

むべき課題である。



小児がん診療体制の今後の在り 等について(案 )
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緩和ケア専門委員会報告書

はじめに

平成 19年 4月 1日 に施行 されたがん対策基本法のもとにがん対策推進基本

計画 (以下、「基本計画」という)が閣議決定され、「がんによる死亡者の減少」

とともに「全てのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質あ向

上」が全体 目標 として掲げられた。この全体 目標の実現のため、基本計画にお

いて 「治療の初期段階からの緩和ケアの実施」が重点的に取 り組むべき 3つの

課題のひとつとして掲げられた。そのため、これまで全てのがん診療に携わる

医師に対 して基本的な緩和ケアの知識などを修得させるための研修の実施やが

ん診療連携拠点病院における緩和ケアチームの設置等、様々な取 り組みが推進

されてきた。

今回、平成 24年度に変更される基本計画の策定に向け、がん領域における

緩和ケアの更なる推進を目指 し、これまでの緩和ケアに関する取 り組みを総括

し、今後必要 とされる施策などを専門的な見地から検討するために、がん対策

推進協議会緩和ケア専門委員会 (以下、「本専門委員会」という)が設置された。

これまで、本専門委員会では、平成 22年 6月 に公表 された厚生労働省がん

対策推進基本計画中間報告書の分野別施策、個別 目標に対する進捗状況に基づ

き、全てのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上を目

指 し、がん と診断がついたときからの緩和ケアを実現するため、必要な今後の

方向性について計 7回 の会議 (H23年 1月 ‐8月 )の 中で検討したので、 5つの

項目に対して 6つの提言とその実現のための具体的施策をまとめ、報告する。

なお、各テーマに関して「本専門委員会の認識」、「重点項目」、「提言」、そし

て「具体的施策」の順に記載 した。

I がんと診断された時からの緩和ケアの実施

本専門委員会の認識

1 がんと診断された早い時期から患者やその家族に対 して、身体的、心理・

精神的、社会的な苦痛等を緩和するケアを、がんの療養と併行して切れ 目

なく提供することが必要とされている。

2 緩和ケアを実践するためには、がん患者 。家族に接する全ての医療従事

者が 「基本的緩和ケア」を修得 し、実践する必要がある。

3 「基本的緩和ケア」とは、患者の声を聴き共感する姿勢、信頼関係の構

～今後の緩和ケアのあり方について～

(案 )

平成 23年 8月 23日
がん対策推進協議会
緩和ケア専門委員会



築のためのコミュニケーション技術 (対話法)、 多職種間の連携の認識 と実                 名と考えられる。

践のもと、がん性疼痛をはじめとする諸症状の基本的な対処によつて患者                3 がん診療連携拠点病院のがん診療に携わる常勤医師が基本的な緩和ケア

の苦痛の緩和をはかることである。                                  研修を受講する取 り組みを強化する。

4 がん医療に携わる医師や看護師は、基本的緩和ケアとして、患者が苦痛                4 現行の緩和ケア研修について「開催指針」と「標準プログラム」を見直

と感じる症状の包括的な評価、苦痛となる諸症状の基本的な対処方法、緩                 し、単位制やeラ ーニングの導入など、受講しやすい研修体制を整備する

和ケアを専門とする医師や看護師べ適切な時期に紹介できる判断力、チー                 とともに、実地実習の導入など研修会の質の向上 (診療に即した内容の追

ム医療の認識等を修得 し,実践する必要がある。                            加等)を行 う。

5 「専門的緩和ケア」とは、「基本的緩和ケア」の技術や知識などに加え、                5 研修の受講促進策 として、受講者へのメリット付与、医療機関における

多職種でチーム医療を行 う適切なリーダーシップを持ち、緩和困難な症状                 緩和ケア研修修了者数の公表、「がん性疼痛緩和指導管理料」等の診療報酬

への対処や多職種の医療者に対する教育などを実践し、地域の病院やその                 面での更なる対応を行 う。

他の医療機関等のコンサルテーションにも対応できることである。                    6 実習形式の研修の導入にあたっては、実施主体に対して教育スタッフ配

置等に財政的な措置を行 う。

重点項目                                                7 がん医療に携わる看護師や薬剤師などの医療従事者に対する基本的な

1 医師をはじめ、がん医療に携わる全ての医療従事者に対する基本的緩和                 緩和クア研修も併行して拡充させる。

ケア研修を実施する。

2 患者の苦痛症状に関する包括的な評価方法 (疼痛等を含めたスクリーニ              提言 2

ングシー ト等)を体温や血圧などと同様に日常的に把握することを普及 さ                「がんと診断された時からの緩和ケアの普及・実施させるために緩和ケアの

せる。                                             提供体制を整備すること」

3 がん患者や家族にとって容易に相談できる体制を整備 し、診断時からの

緩和ケアの普及啓発を推進するとともに、継続的に療養の支援ができる体              具体的施策                     .
制を構築する。                                           1 診療現場で簡便につかえる苦痛の包括的な評価方法 (疼痛等を含めたス

クリーニングシー ト等)を体温や血圧などと同様に日常的に把握すること

提言 1                                                  を普及 させる。

「がん診療に携わる全ての医師および医療従事者に基本的な緩和ケア研修を                2 医師や看護師は、早い時期から患者・家族が緩和ケアチームや緩和ケア

実施する体制を整備すること」                                     外来が利用できるように、適切な情報提供を行い、いつでもどこでも受診

ができる診療体制を整備する。

具体的施策                                               3 全てのがん診療連携拠点病院に、専門看護師や認定看護師等の専門資格

l Basic Life Support講習 (BLS/ACLS)等 を参考に、臨床研修医制度に                 を有する看護師による専門的ながん看護を必要 とする患者のための看護外

おける研修履修項 目として基本的な緩和ケア研修を必修とする。対象医師                 来の設置等、がん看護体制を強化する。

数は年間約 8000名 と考えられる。                                  4 がん相談支援センターには緩和ケアを担当する社会福祉士等の専門職

2 緩和ケア研修の修了履歴を、がん治療に関連する学会等の認定医・専門                 員を増員配置 し、多職種による円滑な連携体制をとれるように整備する。

医の受験資格および更新時の要件 (単位)と する。対象医師数は年間約 2000                 5 -般 市民や学校教育を通 して、学童を含めた国民に対する「がん緩和ケ



ア」に関する啓発を推進する。

H 地域における緩和ケアの提供体制

本専門委員会の認識

1 地域における緩和ケアの提供体制は、地域により多様であり、画一的な

提供体制は充分に機能しない可能性がある。

2 多様な地域性を考慮 し、「その地域にとつて必要な緩和ケアの機能と役

割」を明確にして、「その機能を最大限に活用するための各医療機関等の役

割」を明確化する必要がある。

3 地域における緩和ケアの提供体制の中だけでは解決の難 しい問題に対

して、行政機関と地域ネットワニクの関係者とが協議できる場を設定する

必要がある。

重点項 目

1 各地域で地域連携として必要な緩和ケアの機能と役割のリス トを作成

する。

2 現状の医療機関等の機能を生かせる部分と、あらたに構築する必要の

ある機能と役割とを明確化する。

3 24時間、365日 対応 し得る医療機能と役割の分担を明確にする。

4 地域からのコンサルテーションに対応する専門的な緩和ケアの機能と

役割を明確にする。

5 急変時や介護困難時の後方病床整備や在宅緩和ケアチームなどの後方

支援機能 と役割分担を明確にする。

提言 3

「地域におけるがん緩和ケアを提供するための連携体制 (ネ ッ トワーク)を

速やかに構築できる環境を整備すること」

具体的施策

1 各職種 。医療機関等の役割分担と連携強化のための定期協議の場を設置

する。

2 地域における医療機関 (がん診療連携拠点病院、拠点病院以外の病院、

在宅緩和ケアを提供する専門の診療所、在宅療養支援診療所、ホスピス・

緩和ケア病棟)毎の役割分担を進める。

3 地域における医師間メー リングリス ト等の方法を活用 した情報共有や

情報の基盤整備を進める。

4 2次 医療圏ごとに、拠点病院内、医師会内、地域内などにがん相談支援

センターを設置 し、地域における緩和ケアに関わる役割を強化する。

5 がん相談支援センタニなどによる、がん患者の「ピアサポー ト」機能の

支援を推進する。                 
‐

6 がん患者や家族の療養を支える上で必要となる介護施設、訪問看護ステ

ーション、調剤薬局等の連携体制の整備、さらに、行政の公的なサービ

スや社会福祉協議会などの地域内互助の取組みと連携 し、各々の役害1を

明 らかにした地域連携の推進のため、その仕組みを改善 し、弾力的に運

用できる体制を整備する。

7 退院支援・調整、退院前カンファレンスなどを促進するために、拠点病

院等の退院支援・調整部門の強化をはかる。

IⅡ 専門的緩和ケアの提供体制の拡充

本専門委員会の認識

1 がん診療連携拠点病院等における専門的緩和ケアを担当する緩和ケア

チームは、その質に関して多くの課題が解決されていない。

2 緩和ケアチームの専従医師が不足しており、チームとして診療活動が十

分実施されていない。

3 治療法の進歩やインターネットの普及などによる影響で、患者 。家族の

意識やニーズが多様化 してお り、それらに対応 して,ホ スピス・緩和ケ

ア病棟あ機能および役割の見直 し、在宅専門緩和ケア機能の充実等が必

要である。

4 在宅医療における困難な事例の増加と共に、専門的な在宅緩和ケアを提

供できる体制の整備が必要である。

重点項目

1 質的に担保された専門的緩和ケアを提供する医療機関に対し、支援する。

2 緩和ケア病棟は、地域における役割として緩和が困難な症状への専門的



を評価する上で、患者、家族の視点は不可欠である。対処、在宅で介護困難な場合の対処、介護する家族の負担軽減、病状の

急変時の対応などの後方病床としての機能を拡充する。

3 在宅緩和ケアを提供する専門的な診療所を体制として拡充 し、質の維持              重点項 目

緩和ケアの質の評価に関して、定期的な調査を行う。向上をはかる。

提言 5

「患者 。家族が必要な時に専門的緩和ケアを適切に受けられるように,地域                「緩和ケアの提供体制を適切に整備するために、緩和ケアに関する質の評価

における専門的緩和ケアの提供体制を整備すること」 を継続的に実施 し、還元できる体制を強化すること」

具体的施策                  .                         具体的方策

1 専門的な緩和ケアチームに専従医師を配置する医療機関を支援する。                  1 がん患者の療養生活の質を評価するために、受療行動調査を継続的に行

2 2次 医療圏毎に、実質的に機能する専門的な緩和ケア外来を配置する。                 いヽ効果的ながん対策に反映させる。

3 都道府県がん診療連携拠点病院に精神腫瘍医を常勤として配置する。                  2 終末期がん患者に対する緩和ケアの質の評価のため、死亡小票から検索

4,ホスピス・緩和ケア病棟の機能と役割について、患者・家族のニーズに                 しヽ無作為抽出した大規模な死亡患者の遺族調査などを定期的に実施す

基づき、見直 しを図る。 る。

5 在宅緩和ケアを提供する専門の診療所の施設基準を明確にし、質の維持                3 専門的緩和ケアの定期的前方視調査のための専門的緩和ケアを提供す

向上をはか り、地域性に配慮するなど、適正に整備する。                         る医療機関を全国登録する。

4 がん緩和ケアの専門部会等を各都道府県のがん対策推進協議会等に設

Ⅳ  緩和ケアに関する質の評価 置し、地域医療機関の緩和ケアに関する状況等を把握する。

本専門委員会の認識

1 多様な価値観があり、心身ともに脆弱な状態の患者に対する緩和ケアの              V 緩和ケアに関する卒前教育

評価方法には技術的な課題がある。 本専門委員会の認識

2 がん医療では(医療機関の多岐にわたる診療科で外来治療や入退院を繰                1 緩和ケアに関連する多職種の医療従事者にとって、卒前教育 (医学部・

り返す患者が多く、療養場所が病院、在宅、介護施設など多様なので、                   護学部・看護学校・薬学部など)は,卒後教育研修 と同様に非常に重

地域の中において網羅的に代表性のある症例の調査を実施する事には課                 要な意義を持つ。

題が多い。 2 緩和クアは、がん医療だけでなく,医療全般において医療従事者 として

3 地域における緩和ケアの質を向上させるために、網羅的で代表性のある                  身につけておくべき内容といえる。

データに基づ く質の高い調査研究は不可欠である。現状では、行政が保                3 在宅療養も含めた緩和ケアについて体験することが重要である。

有する死亡統計等を研究目的で使用 しにくいことは隆路となっている。                 4 医師の卒前教育のための教育指導者の育成には、医学部に緩和医療学講

4 最近数年間に、進行がんで通院治療中の患者を対象とした調査研究や、                 座の設置が必須である:

終末期がん患者に関する遺族調査研究などが報告されてきた。

5 がん医療に関する質の評価の一環として、がん緩和ケアの質や提供体制               重点項 目



1 多職種の医療従事者が、卒前教育として緩和ケアに関する教育を受ける
必要がある。

2 卒後に医療従事者として基本的緩和ケアの修得のために、卒前教育によ

る緩和ケアの認識は重要であり、がんと診断された時からの緩和ケアの

認識を普及させることにつながる。

提言 6

「医療に携わることを目指す学生には、緩和ケアに関する卒前教育を履修さ

せること」

具体的施策

1 医学部・看護学部・看護学校・薬学部など卒前教育の中に、統一的なカ

リキュラムに準 じて、実習も含めた教育プログラムを策定する。

2 医師のモデルコアカリキュラムを再検討 し、緩和ケアに関する内容を充

実させる。

3 医師や看護師国家試験など、国家試験の出題に関して、緩和ケテ関連の

項 目を充実させる。  
｀



がん教育に関する委員からの意見のまとめ

育の課題について考える前提につい

1.現状・課題～無関心とがんに関する知識の不足～

0 国民の 2人に1人が罹患し「国民病」と言われる疾患であるにもかかわらず、健康な時
からがんについて学ぼうという意識は高いとは言えないま実稿事っていない。多くの患
者が「他人事だと思つていた」「無関心だつた」と言い、告知されて慌てる例は少なく
ない。そのために自分に合った治療法や療養生活の選択がうまくいかないケースもある。
(松本委員)

0 多くの住民の認識の実態としては、がんの人は身近にいても、「自分には関係ない病気
だと思つているので、検診は受けない」、「自覚症状がないから大文夫、健康だと思つて
いる」、「がん検診健診を受けて異常が見つかったら怖いから塗診健診は受けたくない」、
「要精密検査になっているが、以前も受けて異常なしだったので受ける必要性を感じな
い」「何年も検診受診していて、異常なしだったので、もう検診は受けなくても大丈夫
と思つている」「がん=死亡」「がん療養=制限の多い生活」などマイナスイメージが強
いので、そのような認識を変えていく地域活動 (教育)が必要であると考えている。(北

岡委員)

立_正 しい知識がないことが偏見や差別につながり、それが患者・家族の精神的苦痛や、社

会的苦痛を生む恐れも考えられる。 (松本委員)

0 がんは「二人に一人がかかる国民病」であるにもかかわらず、義務教育におけるがん教

育が不足してL〕 ることで、小児がん患者を含むがん患者に対する偏見のみならず、小児
がん患者の医療機関への受診の遅れ、診断と治療の機会喪失にもつながっている。教育

関係者の間での、小児がんを含むがんに対する理解不足や誤解もしばしばみられる。(天

野委員)   
‐

2.教育の対象者について               ｀

<対象者を考える上での課題>
0 現状の課題として、がんに対するどのようなことをどのような対象者 (タ ーゲット)に

教育する必要性があるのか明確になっていないように思う。

● 市町村現場で働く保健師の立場から言えば、がん検診の有効な年代層の国民に対し、認

識を変えていくような取り組みをしないと、今後、益 が々ん患者が増え、その対策に追
われていくようになるのではないかと思う。

く対応策>
> 教育により、優先的に認識を変える必要があることを「協議会」として明確にし、有 '

効な対象者を明確にする必要性がある。

> 一人ひとりが自らの健康を意識し、自分にとって適切な対処・選択ができる国民を増
やしていけるように、国と地域で計画的な取り組みが必要

> 有効な対象者を明確にする。小学生 。中学生・高校生 。国民全体?

> 子どもに対する健康教育では、現状の子どもたちの課題は何なのかを明確にし、自分

の健康を守るために必要最低限の知識を教えるのか、広く一般的な情報を教えるのか、

間違つた認識を変えるために正しい情報を教えることが必要なのか検討が必要。 (以

上、北岡委員)

> 国民病であるがんは国民全体で支えることが基本である。その為、社会人教育では対

象を一般社会人、がんサバイバー、医療従事者に分けて教育を具体化する必要がある。

(上 田委員)

> 教育関係者の間での、∠Jヽ児がんを含むどんに対する理解不足や誤解を払拭することを

る。 (天野委員 )

卜校におけるがん教育の論点
|

1.対象者、実施時期について

く考えられる対応>
> 学校等で「がん教育」を行い、若年から正 しい知識を身につけられるようにする。(松

本委員)

> 疫学的視点か ら鑑みれば、予防教育という位置づけからも今後のがん対策において、

義務教育段階からのがん教育を推進していく必要がある。「推進も重要」ではなく、推
進していくことが喫緊の課題である。がんの知識は、大人になれば熟知できるわけで
はなく、「学習の適時性」が示しているように発達段階に応 じた学びが有効なのである。

(花井委員 )

> がん教育は理解できる小学校低学年より、家族とともに教育すること力ぐ必要。大学生、

成人では遅すぎる。 (田村委員)後 育内容毎
=こ

ろ.教育時期
=こ
関 するご盲舅あ グノ

> 各がんの発症年齢 (多発年齢)、 がん検診の意義と対象となる年齢、発がん因子 (喫煙、肥満など)予

防 (ワ クチンなど)について、小学生高学年または中学生を対象として、保健体育の授業

で教育を行 う。(原委員)

>
<保護者も同時に学ぶ・家族とともに教育する効果に留意すべき>
> 子どもの教育をきつかけに、親世代も関心を持ち正しい知識を身につけることを期待す

る。 (松本委員 )

におけるがんに関する教育の現

… 1- -2…



> 子どもが学ぶことにより親への逆世代間伝達の効果があるという報告も示されており、

大人への予防教育に一役つながる可能性もある。したがって、医療と教育の新たな協働

モデルとして取 り組むべき課題であることを強調 しておきたい。

> 育児世代のがん教育を PTA活動、あるいは企業内研修などにおいて取 り入れるよう推進

する必要がある。 (花井委員)

2.実施手段について

<考えられる対応>
> 学校等で「がん教育」を行い、若年から正 しい知識を身につけられるようにする。 (松

本委員)

> 小学生高学年または中学生を対象として、保健体育の授業で教育を行う。 (原委員)

> 文科省で、教育カリキュラムに入れ、がん教育を必修とする。国を挙げての施策にすべ

きである (前川委員)

> 「保健」などのカリキュラムに、がん教育を相当時間盛 り込むべきであるが、時間の限

>

>

られている保健の学習の中では限界があるため,生物学やがんの研究といった事項もと

りまぜて楽しみながら学習する。(花井委員)

学生が自然科学 (医学生物学)に対する墨墜や関心を持⊇契機としてのがん教育の重要

性。(科学的ながん医療 。医学を教材として、医学生物学の研究の面白みや広がりを教

育)(上 田委員)

保健体育の、理解しづらい内容の教科書を一新 (改訂)し、がんについての項目を入れ

る。教科書改訂が 10年に1壼 無理であれば、映像で視覚I二玉えるがん教宣圭行う (前

川委員)

がんについて、日本人の2人に1人が罹患している現状、がんの発生と原因、うつる病気ではないこと、

予防や早期発見の意味、がんになっても社会人として役割を果たし、希望を持って生きていることなどを

学べるよう、保健体育や社会問題として教科書の中で扱う、もしくは副読本を作成できな

いか。さらに、モデル授業などを実施できないか。(本田委員)

教科書に記載された内容はタイムリーな内容となつていないため、何らかの策が必要。

(中 川委員)

特別活動や総合的な学習の中で取 り組みを広げていくことも必要。(花井委員)

小・中・高の子どもたちに対して、健康教育の時間拡大を確保できるよう、次期学習指

導要領を改正することについて検討が必要。 (北岡委員)

教育プロ2ラ ムについて(患者や家族など当事者が参画して検討する。(松本委員)

>
3.教育の内容について

①がん全般に関する教育について

<教育が必要と考えられる項目>
> 日本人の2人に1人が罹患している現状 (本田委員)

> 他の生活習慣病と同じく身近な病気であること (北岡委員)

> 各がん種の発症年齢 (多発年齢)(原委員)

> がんの発生と原因 (本 田委員)

> うつる病気ではないこと (本田委員)

> 治療後のケアが充実 してきており、怖 くて苦痛の多い病気ではないこと(北岡委員)

> がんになっても社会人として役害1を 果たし希望を持つて生きていること (本田委員)

②死、命に関する教育について
く現状>                      .
0現 代の子どもたちは、死が身近になく、死の捉え方も個人で大きく違う。子どもた

ちは、まだ自分には縁が無いと感じている.

く考えられる対応>
> がん患者の映像の■なつた時長す拾る共‐再現需需け毛よOD∨ Dを見せて、がん

の具体的な様子を知らせる。そこで、がんへの理解を深め、がんにならないように

するためには、自分たちは何をするべきかを考えさせる。 (前川委員)

> 病気の知識だけでなく「いのち」の大切さについて考えられる内容を目指す。患者・

家族等の意見を反映した上で、がんのこと、いのちのことについて考える副読本を

作成できないか。(松本委員)

> 小児がんについても、通リー遍ではなく具体的な内容で授業を行う。(いのちの大切

さにもつながる)(前川委員)

> 命あるものは死を免れないと言う自然の摂理を学年に応じて教育することが大切。

人はがんでなくなられている実情を学年に応じて教育。その中から命の大切さ、死

援の必要性、重要性を教育する。(上 田委員)

③予防、早期発見についての教育について

A.喫煙 (→肺がん、喉頭がん、食道がん、口咽頭がん、膀肌がん、膵がん、

腎がん、胃がん)

<考えられる対応>
> タバコの害を小学生のときから保健教育で教育する。中学生では遅すぎる。

> タバコがやめられないのは■コチン中毒、病気であることの認識を持たせる。

> 例えば授業の中で、タバコの煙を口に吸い、それをティッシュに吐き出すと、ティッ

シュは茶色になる。「タバコを吸うと肺の中はこのように、なる」と、実際に子ども

たちに見せる。(前川委員)

> タバコの影響を防ぐことで発病リスクを下げることができることの教育 (北岡委員)

> すべての公共施設、学校、飲食店、道路上での喫煙を法律で禁止し、罰則を課する。

(田 村委員)
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B.肥満 (→乳がん、子宮内膜がん、大1易がん、腎がん、食道がん胃がん、肝がん)

<考えられる対応>
> 幼稚園より家族、小学校より本人と家族に肥満対策を行う。栄養、運動に関する教

育を講義だけでなく実習 。研修を含め行う (田 村委員)

C.アルコールに関する教育について (→乳がん、食道がん、肝がん、口咽頭がん)

く考えられる対応>
> アルコール自販機の撤去、成人であることを確認のうえ販売するよう義務づける。

(田 村委員) ,

D.感染症 (HPV、 HBV)に関する教育について

く考えられる対応>
> 中学校 1年 (小学校高学年)か ら性教育、疾患についての正確な知識の伝達を行う

(田 村委員)

> 予防法について (ワ クチンなど)保健体育の授業で教育を行う。 (原委員)

> 公費助成によるワクチン接種が実施されていることから、日Pyと 子宮頸がん発症
についての正しい知識を伝えることは急務。性感染症であるという誤った認識が広
が らないよう取り組む。 (松本委員)

E.がん検診に関する教育について

く考えられる対応>
> がん検診の意義と対象となる年齢について、保健体育の授業で教育を行う(原委員)

≧_多いガンについては検診が有効なものもあること、早期発見で治すことや予後を良
好にできることについて教育 (北岡委員)

> 子どもへのがん教育と共に、教師への教育が必要。まず、がん専門医の協力を得て、
保健体育の教師にがんのことを教える (前川委員)

F薬に関する教育について                   ´

<現状>
● 薬害肝炎検証・検討委員会の最終提言などに基づき、今年3月 に厚労省と文科省そ中

学 3年生を対象とした薬害を学ぶための教材「薬害って何だろう」を作成した。医薬
品と健康被害を学ぶFと は大変重要だ。ただ、医薬品等の進歩により、これまで治療
法のなかったがんや難病の治療が大きく向上していること、大きな社会問題となつて
いる「ドラッグラグ」などの問題が置き去りにされ、教育という意味ではパランスに

欠いている面がある。(本田委員)

G放射線の影響に関する教育について

<現状>             ,
0東 京電力福島第一原子力発電所から大量の放射性物質が拡散する事故が起きたこと
´ で、国民の放射線に対する不安が高まっている。放射線を怖がる背景のアつに、将来

の発がん性の問題がある。正しい知識がないため、福島から避難してきた子どもたち
に「放射線がうつる」といった心ない発言がなされる “事件"があった。そうした風
潮の中で、放射線治療中のがん患者の中には肩身の狭い思いをしている人も少なくな
い。がん及びがん治療への正しい知識の普及がなければ、すでにがんに罹患している
患者、ぐ び放射線治療に対する偏見を助長する可能性もある。

<考えられる対応>
> 文部科学省は放射線の基礎知識を学ぶ小中高向けの副読本を作ることを決めたとい

う。ただ、その内容によっては、がんとがん患者への偏見を助長しかねない。放射線
を学ぶ副読本の中身について、患者の視点でのチェックをすることができないか。(本

田委員)

4.教育者の確保

く現状>
0 がん教育 (保健体育)に関して、精通した教諭はいない。(前川委員)

<考えられる対応>
>学 校の教諭ではなく専門家からの映像二使つたと授業が必要ではないだろうか。例えば

例ともて

「

県が、_がん専門医に依頼 し、モ何人かでか0申晩瑚準離尋瑶距謝卜繹郭翻藤

―
、各学校や地域でがん教育をを回→モ授業をする。 (前川委員)

> がん相談支援センターのある病院職員が地域の学校等に出向き、地域実態に沿つた情報

提供をする。 (北岡委員)

》 身近な地域の社会資源を活用する                  (北 岡委員)

> がんに関する学会の学会員を動員して講演や授業を行う。 (前原委員)

> 学校医、学校保健会を利用してがん教育を進めていく。 (保坂委員)

> 県、市町村 レベルで、元、現職医療職+市民が教育者になつて、場は、地域の市民講座

や、学校教育、住民の地区自治会などの地域のコミュニティーを活用 しさまざまなレベ

ルの教育プログラムを実施。(松月委員)

>一

5.配慮の必要性について

0 情報の処理能力が未発達であることや感受性が強いというこどもの特質に配慮して、怖

がらせなしヾような教育法が必要である。 (原委員)

土_中学生に授業を行つた経験から、また厚生労働科学研究の調査結果からは、がんに関す

る教育によつて恐怖心が増加することはない。(中 川委員、松本委員 )

● 無知であることよりも、がんについて本当のことを知ることが大切^(前 lll委 昌)
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者・家族に対する教育につい

0
●

2

●

患者・家族等への教育について考える前提として (松月委員)

がんを慢性疾患と考えれば、患者の疾患の理解・治療方法の理解・方法の選択基準・受

けられる支援のすべてなどを情報として手に入れるには時間はある。そこで、検診で発

見され確定診断がついてから命を終えるまでの時間のすべてが学びの支援を受けられ

る「教育の時間」と考えてみる。

緩和ケアの概念を、次のように定義してみる :緩和医療 (かんわいりよう)と は、生命

(人生)を脅かす疾患による問題に直面している患者およびその家族の、00L(人生の

質、生活の質)を改善するアプローチである。苦しみを予防したり和らげたりすること

でなされるものであり、そのために痛みその他の身体的問題、 心理社会的問題、スピ

リチュアルな問題を早期に発見し、的確なアセスメントと治療を行うという方法がとら

れる (WHOの 定義文2002よ り)。 緩和ケア (paH iative careパ リアティブ・ヶア)

とも。

がんが見つかつたら緩和ケアがスター トすると考えると、教育の時期は、発見初期・検

査、治療期 '治療が終了した空白期・再発期 。再治療期・回復見込みがなくなる時期・

終末期になる。

教育対象は患者・家族・医療者・市民・学童、学生である

使用する医療用語については医療職と市民、患者との間には認識の差が存在する。

.患者・家族への教育の課題と解決策 (● :現状・課題 >:解決策)

患者 。家族の学びの支援はすべてのステージで行われる必要がある。現状は専門職によ

る一方的なガイドラインやマニュアル、患者必携などの情報発信が主流であり、それぞ

れの個々の患者の理解や納得、悲嘆や不安の感情を伴つた心の整理がつかないために受

容できず、また分かり難い「病院のことば」のために混乱している人間への支援はほと

んどできていない。

> 症状や病状、疾患の理解、今後の治療方法など患者という人間のおかれている現

状のより正確な理解を促すためには、通訳者 (翻訳者)が必要である。患者自身

が手に入れた Web′くンフレット、テキスト、病院からの説明などの情報すべてを

もつて、一緒に考えてくれる場が患者の自宅のそばにあるといいですね。例えば、

その役割は外来看護師、訪間看護師、居宅介護所など。地域の民生員などのよう

な 。・。現在t就業していない女性医師や看護師などを地域で活用する。

相談 。支援ができる医療職が不足している。ピアサポー トの活動はそのチームの元気度

に依存している。協働できていない。

> ピアサポーターの力も借りて、医療者とのミックスチームで、ヶ―ススタディか

ら、知識を増やしノウハウを身につけて、一定の教育と体験を積んだ人は、教育

者に任命する。医療者も市民も同じ実践の場で学ぶ。 (以上、松月委員)

> がん治療経験者の 50%が何らかの社会復帰をしている今日、自分達のできる範囲
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で、多様な悩みを持たれているがん患者の聞き手、相談者 (支援者)と なつてい

て教育を受けた人を認定して、peer supporterと して病院内外でがん患者さんの

支援)舌動を行つて頂く。(上 田委員) ・

0 大人の認識や習慣は、生まれ育つた地域や住んでいる地域の慣習、環境などの要因が大

きく関与しているため、住民の当たり前になつている認識や習慣に働きかけ、新たに正

しいものに変え、自分の体の状態に関心をもち、予防していく力をつけていくには、あ

る程度の時間と労力が必要になる。

> 洗練された健康学習プログラムを習得した専門職 (保健師)を増やす研修の仕組

みづくりと予算措置が必要。 (北岡委員)

|‐

療者への教育の課題と解決

がんの専門家が国民に分かりやすく説明できる能力を高めるよう専門家の説明能力を

向上させる。

> 学会が会員に対してコミュニケーションスキル向上の研修を開催する。

がん対策を実行する医療者の全国組織の構築r
> :

の自覚を持って普段のがん診療や、その他にがん対策において重視されている施

策や教育などの普及や発展を強力に推進する基盤としてはどうか (各医療者の使

命感に頼ることになる。手弁当は覚悟の上。)。

・国による新 しい組織の創設は現実的ではないので、がん関連学会が会員に対し、

がん対策を担う上での業務負担や義務と責任を説明し、がん対策の‐環としての個

別の協力要請を行い、実績報告を求めるなどの取 り組みを協同して行い、その活動

を国に報告することにより、全国的な組織と位置づけても良いと考える。

I国 はこの取 り組みに対して可能な支援を行う。(以上、前原委員 )

0 医療従事者を対象とした教育

> がんプロフエッショナル制度の継続・充実によるがん専門実地教育の拡大。

> 各種がん関連専門医師、看護師、薬剤師、放射線技師等の認定制度の整理・充実

> 医学教育機関に腫瘍内科講座の設置の推奨・拡大 (以上、上田委員)

民、患者、医療者を含めた教育の課題と解

0 国民の関心を喚起し、がん対策への協力を促す。

> アニュアル・レポー ト (年次報告書)を作成・配布することで、がん対策推進協



0

患者ガ蓄課叢誤責誘警ぜ聟讀荒★ザ晋げ裔晋詈譜〒
壁壁L」理畳塑奎L二員皇杢旦L

> 臨採試験の拡朝墜義牝事る げ犠牲4こ二熙鉾ギ実験台J〔導れ るT毛1いっ美尋ィ半夕の
イメージを払棋事る_がんを制圧するためには「がん研究」の促進が重要。「がん
研究はいのちを救う」、というメッセージを国民に向けて発信する。 (員島委員)

国民が非科学的な情報に惑わされないように、科学的知識の底上げを図る。
> 国立がん研究センターまたはがん関連の学会が中心となって事務局を組織 し、が

ん関連の氾濫する情報を収集 し、科学性を検討して情報発信する。
> ビジネスの事業主体や、時にはがん治療の専門家による非科学的な情報発信や、

事実であっても極端で誇張された方法による情報発信に対して、国立がん研究セ
ンターやがん関連の学会が協同して警告する仕組みを作る。

予防、診断、治療の最新情報を、全ての医療者に届ける仕組みを作る。また、患者にも
分かりやすい内容で同様の仕組みを作る。

> ITを活用した情報発信と、分かりやすい内容の情報媒体の開発を進める。(以上
前原委員)

緩和ケアの概念が患者にも、医療者にも普及していない
≧二医師、看護師、コメディカルの各学会や団体が患者や、市民も巻き込んで作成す

る。 (松月委員)

一般社会人に対する教育

> がんの予防、検診、治療、緩和医療終末期医療の科学的知識の普及、啓発
> ボ■ンティア活動のフィール ドとしての責義 (以上、上田義昌ヽ

イメージを払拭する。(前原委員)

L【説明することができるくらいの理解をぃ(前 lII香 昌)
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資 料 8

がん医療における外科治療の役割

(がん対策推進基本計画の見直しにあたつて)

がん対策推進協議会  平成 23年 8月 25日 (木 )

参考人 :岐阜大学腫瘍外科 教授 吉田和弘

本 日は、がん対策推進基本計画の見直しにあたり、重点的に取り組む課題として、「外
科医療の充実と、放射線療法および化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師な
どの育成」とすることでさらなるチーム医療の発展と治療成績の向上を期待できると考え、委
員の先生方にご報告申し上げます。

本日のプレゼンテーションのポイント

(1)がんの罹患数や死亡数は年々増えており、その約 80%以上の患者さんで何らかの外
科治療が必要とされています。わが国の外科治療は世界のトップクラスではありますが、
わが国での施設間格差や個人間格差は依然解消されていません。がんの治療成績の

向上IJま、外科治療のより高いレベルでの均てん化が必要と考えられます。
(2)21世紀の外科治療のめざすものの一つは、患者さんに優しい手術として腹腔鏡など

1

の低侵襲治療の提供です。しかしながら、その最先端の治療のロボット支援手術などは、
圧倒的に世界から遅れているのが現状です。

もう一つは、新たな抗癌剤治療や放射線治療の進歩により、これまで切除ができな
かつたがんやその転移を、切除してさらに治療成績の改善をめざすことです。従つてt外
科治療はますます重要になつてくるのみならず、高いレベルの手術手技が必要となり、そ
の専門医数は極めて少ないと考えられます。

(3)一方、わが国の医師数は増加しているが、外科医の数は著しく減少しています。また、
外科手術は最低 4人のチームで行うチ=ム医療であり、一人あたりの患者にかかる医
師数がおおく必要であり、またその技術取得には極めて厳しい努力と時間が必要であ
ります。

(4)がん対策推進基本計画で前提となつている、世界トップ水準の手術技術を保ち,「集
学的治療、チーム医療」を完成させるには「外科医療の充実」、すなわち外科医の育
成・外科治療のより高いレベルでの均てん化によるさらなる外科治療成績の向上が必
要であります。また、歯科医師による口腔管理を含めた多職種との連携が重要であり
ます。チーム医療やがん治療の発展のためには、バランスのよい強化が必要であると考
えます
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がん医療における外科治療の現状と問題点の詳細

① がん対策推進基本計画の重点的に取り組むべき課題には、『放射線療法及び化学

療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成』があげられており,外科療法が

入つていない背景として,『手術の水準が世界の中でもトップクラスである』ことがあげられ

ています。

また、これまでのがん対策推進基本計画にのつとり、弱い部分の強化や指針がある程

度充実し、がん診療連携拠点病院や化学療法部門や放射療法などの施設の充実が

行われてきた。

② 一方、固形がん治療の大部分を占める外科治療においては、世界のトップレベルの維

持をすべく奮闘しているものの、外科入局者数の減少やさらには腫瘍外科領域での専

門医制度などはいまだ充実していないのが現状です。また、手術は最低 4人が一チーム

で一人の患者さんの手術を行うため、より多くの医師が必要となります。団塊の世代の高

齢化に伴い、今後がんの罹患率や死亡率が高まると推定される中、外科医師の減少に

伴い、働き盛りの中堅医師のますますその高まる責務と過重の労働は、地域のなかでの

診療科の開鎖や医療レベリレの低下につながりかねません。すなわち、中央と地域の格差

を増長し、地域の腫瘍外科領域の崩壊につながり、がん医療の均てん化の大きなプレー

キになりかねないものと危1具されます。周術期やがん治療での口腔管理・ケアーなどによる、

合併症の軽減を含め、地域レベルでのがんの手術成績を向上させることこそ、わが国全

体のがん治療の成績を上げることにつながることはいうまでもありません。

③ さらに、21世紀のがん手術療法の目標は二つあります。すなわち、早期のがん患者さん

には腹腔鏡手術などの低侵襲治療を提供することであります。本領域においても、特に

ロボット支援手術などは、アメリカやヨーロッパと比べ開発や研究は明らかに後れをとつてい

ます。わが国では昨年薬事承認が取れたレベルであるのに対して、韓国ではすでに年間

8000例を越える手術例をこなしており、抗がん薬などの海外とのdrug lagを 解消する努

力が行われている中、まさに外科領域での、手術器具などのde宙 ce iag(デバイスラグ)は

決して解決したとはいい難い状況であります。もう一つは、抗癌剤治療の進歩につれて、

切除不可能であつたがんを積極的に切除して、より長く生きてもらうことをめざすことであり

ます。このような患者さんには外科手術としてもより高度な技術が要求されます。これらの

高度な技術の普及や外科医の育成はいまだ十分ではないのが現状であります。

④ がん対策推進基本計画により、がん診療連携拠点病院などの充実が実現し、今後は

医療の質の評価が重要であることは明らかであります。がん患者さんによリレベリレの高い、

医療の提供のためには、腫瘍外科、腫瘍内科、放射線治療医、緩和治療医、歯科医

師やその他のメディカルスタッフによるキヤンサーボードを基盤としたチーム医療の拡充、充

実が必要不可欠であります。
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しかしながら、今や放射線療法や化学療法どの弱かつた部分が充実しつつある中で、
腫瘍外科領域での医師数の減少や専門医不足により、逆に外科治療が弱い部分にな
りつつあり、将来の新たなチーム医療のアンバランスを生じつつある可能性を再認識するこ
とが重要であると考えます。

世界のトップレベリレである外科治療の維持、さらなる発展、外科手技、匠の技の継承
や普及をすべく専門医の育成、その評価など、今こそ重点強化しなければ、数年後には
チーム医療のアンバランスはもとより、猛烈に腫瘍外科領域での充実をはかっている、中
国、韓国を中心としたアジア地域での猛追、逆転も覚悟する必要があるものと推察され
ます。

⑤ そこで、がん対策推進基本計画の見直しにあたり、重点的に取り組む課題として、
「(1)放射線療法および化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う、医師などの育
成」という項目を、「外科医療の充実と、放射線療法および化学療法の推進並びにこ
れらを専門的に行う医師などの育成」を行うことで、わが国のがん治療成績のさらなる改
善を期待することが肝要かと考えます。
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がん医療における外科治療の役割

一 がん対策推進基本計画の見直しにあたつて 一

岐阜大学大学院腫瘍制御学講座腫瘍外科学分野

教授  吉田和弘

本日の内容

1.がん対策推進基本計画の背景

2.がん医療における外科治療の役割

3.わが国の外科治療の位置づけ

4.21世紀のがんの外科治療のめざすもの

5。 わが国での外科医療の問題点

6.がん医療において重点的に取り組むべき課題

フ.外科医療のとりま〈将来展望
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がん対策推進基本計画の概要

基本方針

:基穏奮層蘊 笹喬冒テ菫冒袖 著輻 嚢熙 7る
こと。

分里予別施策を総合的かつ計画的に実施すること。

重点的に取 り組むべき課題

(2)治療の初期段階からの緩和ケアの実施

(3)がん登録の推進

本日の内容

2.がん医療における外科治療の役割

外科治療が固形がん治療の基盤である
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PDQでは 25種類のがんが手術が第一選択
胃がん

結腸がん、直腸がん
乳がん

原発性肝がん
非小細胞肺がん
甲状腺がん
口冒がんおよび口腔がん
子富願がん、体がん、腟がん

大部分は病期 1期～3期が手術適応
一部は 4期でも手術適応

※PDOとは米国日立がん研究所(NO〕が配48する、世界最大かつ最新の包括的ながん情報のこと

(5大がんでの手術適応となる病期 )

子富肉腫
上皮性卵巣がん
食道がん
腎細胞がん
膵がん
胆嚢がん
脳踵癌
精巣腫瘍
前立腺がん

膀脱がん
副腎皮質がん
副轟腔および鼻腔がん
唾液腺がん

肺がん

胃がん

肝がん

大腸がん

乳がん

。Stage 1 6ッ Jヽ細胞肺がん
。Stage I A′  IB′  IA′  IB′ ⅢA
(切除可能症例)

・Stage l～ⅢB

。肝切除′経皮的治療′肝動脈塞栓療
法から腫瘍側因子 。肝予備能を考慮
し決定

。Stageo～ Ш

・Stage I～肛A

ステージ別患者数 (胃癌 。大腸癌・乳癌)の分布
と手術適応患者の割合

大腸癌 (n=5■359)      胃癌 (n=49556)

95,70/o

口StageO

口Stage I

Stage II

Stageコ [

StageV

60/0 
不明

乳癌(n=32575)

85.5%

回形がん患者の約80%
以上は外科治療が選択
される

がん診原連携拠点病院院内ドに登録全国集計2008年 (がん対策情報センター)
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がん患者さんの死亡数は男女とも年々増加しており、そ
の大部分は手術による切除が治療の第一選択である

→  外科治療の成績向上は全体の治療成績の向上につながる!?

コ

I襦 I・

●位suん死t腋。推移
(女つ

〔今年|||ln年 1

`             |
¨

¨

¨

ｍ

ｍ

飩

颯

■

４

¨

■
ロ

燿

饉

■
■
■
■
ロ
ロ
ロ
個

ヨ

　

！一」
…

ヾごヾびごずヾゞ
キ

辮 職 留 憮 臨橘 6…

●ヾヾヾヾゞゞゞ
年

s¨…,晋癬?急翌催議1葛イ&議かt._、

固形がんの治療の基本は手術治療である

100

80

生
60

存
率 40

20

雰鏡
補
慇t学療法→尼撃繕法等

術後補助化学療法にて治癒

手術のみで治癒

012345

生存率のさらなる向上には

→ l釜翼準密撃晰 .放射線治療との組み合わせ

4
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本日の内容

3.わが国の外科治療の位置づけ

外科手術は日本が世界をリードしている ?

施設間、地域間格差は否めない?

わが国は平均点は高いが、最高得点は取れ

ていない?

胃癌手術成績の国際比較

%80

60

40

20

0[

わが国の外科手術成績
は世界のトップクラス

口手ll■亡キ,   05,生 4j,1 太陽癌手術威編の日米比較

(5年生存率%)

NPO日 本から外科医がいなくなる事を憂い

行動する会ホームベージ

外科医療の現状と問題点 より

スｍ
ｍ
∞
“
”
。
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しかしながら、日本においても手術成績に、
施設間や個人間格差が認められる

大臓癌5年生存率施設間格差 (Stage■)   (1999‐2000)∽
「̈
劇
可
Ｊ
Ч
Ｉ
町
―
叫
―
叫
―
＝

外科治療のより高いレベルヘの均てん化
が治療成績の向上には必要である

本日の内容

4. 21世紀のがんの外科治療のめざすもの

患者さんに優しい低侵襲手術

切除不能がんへの外科治療の介入
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21世紀におけるSurgicJ Oncdogy

(腫瘍外科学)がめざすもの

1.早期癌での低侵襲手術

(患者さんに優しい手術)

腹腔鏡下手術、ロボット支援手術

2.高度進行癌での先進治療の開発

(切除できないものを切除可能に)

化学療法、分子標的薬治療後の根治的外科切除

7
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さらに先進医療として、ロボット支援手術の時代になった。
め 1/incrO S“ サージカルシステム

1.遠隔操作が可能
2.術者は3D画像
3.拡大視効果
4.7方向に可動する

手術鉗子
5.手ぶれがない

↓
より緻密で正確な手術が可能

:‐LLLLL

わが国の外科治療は平均点は高いが、最高得点は取れていない?

“
ｒ

』ヽ”

”［】̈

”ヽ
〓

¨
”̈
】
¨
¨
【
コ̈
【

ぃ,・

.卜鷲 i‐

  ..

`ヽ
■

｀

タ

我が国のロボット支援手術は世
界から大きく遅れている

こ
必ずしも日本力tすべての領域で世
界をリードしているとはいえない !

米国inturive su嘔 に副社より提供

ヽ
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21世紀におけるSurgicJ Oncobgy

(腫瘍外科学)がめざすもの

2.高度進行癌での先進治療の開発
(切除できないものを切除可能に)

化学療法、分子標的薬治療後の根治的外科切除

切除不能再発大腸がんの治療成績は
有効薬剤の出現と転移巣の切除割合の増加
により著しく向上した        .

■0

08

06

04

02

0

¨̈
¨̈
¨̈ｏ

一
‘
Ｅ
一一●
●
●
０

_織
[な

るほど治療成績

24

T'me〔months〕

60

Kopet● etal lC0 201D
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大腸癌肝転移の治療方針

抗がん剤治療の進歩により、切除不能な転移巣でも切除可能に
なる、ますます高度な外科手術治療が重要な役割となつた

本日の内容

5。 わが国での外科医療の問題点
著しく減少する外科医
専門医はまだまだ不足している
中央と地域の外科治療の格差

-13-
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診療科日J医師数の推移

診瞭科8U医師数の推移 (平成6年～18年 )

い

”

ｍ

］

¨

医
師
数

平
成
Ω
年
を
１
と
し
た
場
０３

平nO年   3●   Юtt   12年    14年    6年   18年
楽平口 8~よ /1111暉 嘔の分:1が動・

|●れ

出興『医師・歯科医師・薬剤BI調査J   曹瑠電り組富蹴温融ξF日
できなしヽ

①

②

③

④

⑤

外科志望者減少の理由
日本外科学会 アンケート調査  より

労働時間が長い

時間外勤務が多い

医療事故のリスクが高い

訴訟のリスクが高い

賃金が少ない

(72 %)・

(72%)

(68%)

(67 %)

(67 %)
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当直明けの手術参加
■いつもある
口Ol」 しばある
●まれにある
●当直明けは参加しない
●当口あるいは手術なし

外科医の週平均仕事時間は 595時間
診察所勤務医は      477 時間
病院勤務者が      688時 間

C"る    2y。   4096  臨   87。  1007o

(日本外科学会 アンケート調査 より
'

乗雛凱馴鍵盤 Ъ場観電蓼権

全国の手術施設数と手術件数

‘̈

‐̈
，̈
ｍ
Ｌ

15.000

4.Ooo

―i5-

12



現 在の外科系専|

さらに専門医として

種顆へ
胃外科
大腸・肛門外科
肝・胆・膵外科

消

化

薔

外

科

心
口
血
薔
外
科

呼

吸

■

外

科

llll_i

料 科

外 科 専 門 目
― 円定日蹟

‐ 予ロロ臓
予 ロ ロ 麟 合 格 書

外 科 修 籠

初 期 ■ 床 研 修

ます

7年 ～

碑 ～

碑
～

2年

0年

信頼できる一人前の外科医を育てるには、約15年はかかります。

各学会専門医数はいまだ十分とは言い難い

２．５。。

柳

中

呻

珈

。

呼
吸
器
外
科
　
乳
層
　
小

，
外
科
　
心
●
血
薔
外
科
学
会

′2,0∞

120.000

15.OOI

I:0∞ 0

1

1 5。
∞

―- 0
2007●    コn澪

― 口

"ψ

時中晏合

―
曰ホ小児特 会

赫     21=Ⅲ     2011年

一
日
―

●ll‐● 
―

哺 摯

日剌
"は

山■ゆ時中

"曇

内視鏡外科学会技術認定医は710名 、
乳S 学ヽ会専門医:ま 8∞人
肝胆膵学会高度技能指導医は580名 、専門医は12名

食道外科専門医 は昨年度から新設
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本日の内容

6.がん医療において重点的に取り組むべき課題
バランスの取れたチーム医療の実現
外科治療のさらなる向上が生存率向上の基本

Team Oncobgyの有用性

今 患者さんから求められていること̈ ・:がん難民をなくする…
がん患者さんを総合的にみれる がん治療専門医

諮標鵡 淵薔盤戴難2鰤 猫鍵
成

地域での腫瘍外科医を育成することが重要

１

２
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今後のがん治療の発展のために 。・・

暉い   糞賜潟曇:放射線治療、緩和医療

今後のがん治療の発展のために 。・・

外科治療の充実

さらなる「外科治療の充実」、高いレベルヘの均てん化は、
全体の治療成績の向上につながる

-18-
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まとめ
1.

曇χf塞2凛異1翼″
以上が外科治療が選択され、がん治

菖だ早8絶肇嵩軍侶費喬魔織量8駿スであるが、わが
21世紀のsu昭たal oncobgサ の目指すものは

薫魂   曽r爆憲重湧'

外科治療に携わる専門医数は未だ不十分であり、
各種専門医制度もようやくできたばかり

がん治療の成績向上には外科医療の充実と均てん化が必要
である
チーム医療やがん治療の進展のためにはバランスのよい
強化が必要不可欠である

2.

3.

4.

5.

6.

将来展望

塵g野幕漏罪誘豪芳鶴 遍■r
碁選編X褻¬鋼曳裁藻署署i糀縫槻最

外科治療頻テ            常など、

● 将来、全国民 :D制度導入により、どこにいても

で確実ながん医霧協鍵松班F握
することでより安全

16

-19…



資 料 9

放射線療法の現状と課題

西村 恭昌

近畿大学医学部放射線腫瘍学部門教授
日本放射線腫瘍学会 (」ASTRO)理事

４。。。。。
３５。。。。
¨
２５。。。。
¨
¨
・０００。。
¨
。

放射線治療患者数の推移

■990       ■995       2000       2005 07  09■o     2015

※実患者数:新規患者数+再来患者数    。」AS「RO構造調査
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」ASttRO構造調査:人員

2005

(n=712)

2007       2009

(n=721)   (n=700)

放射線治療担当医数(常勤 )

放射線治療担当医数(非常勤)

」AttRO認定医数(常勤)

放射線治療担当医数 (「 :ヒ
Xl)

実患者数/rlヒ治療医

1,003

450

426

774.5

246.8

1,007

534

477

826.3

243.2

1′085

560

529

939.4

218.3

※1日「E(fu‖ lme equiva!ent):

週40時間放射線治療専任業務に換算した実質的マンパワー

がん診療拠点病院:放射線治療
設備・マンパワー (2005 vs.2007 vs.2009構造調査)

構造調査

施設数

Linac
e wth3Dく RT function

口 wth IMRI functiOn

Crシミュレータ

治療計画装置

放射線腫瘍医(常勤 )

放射線腫瘍医  FTE
FTEが 1以上の施設(0/o)

常勤医学物理士

2005年      2007年
(n=326)   (n=349)
397  96% 453  98%
268   68%  341   75%
119   300/0  165   36%

217  64% 277  75%
510  960/0 630  97%
607        612
471        507
179(55%)201(63%)
65※       167(42卜 lヒ)

20091F

(n=365)

496  99%
439   89%
256   52●/0

324  830/0

854  97%
775

666

251(69%)
181

綴釜福墨軒まE:姜彬]Jtttの FTEを集言十していない



年間外照射人数別OA釧限0構造調査分類による)病院数

都道府県拠点病院 (N=51) 地域拠点病院 (N=320つ

A{1-99,  11 ,    36%

B(■00‐ 199〕  _1.撃2__車

A〔■‐991

B{■00‐ 199〕

C(200‐ 299)

D1300‐ 399〕

E(400‐ 499〕

F(5001

0

0

41

■1

_Zi

J

C(2oO‐ 299) .    e2    1

D(300‐399)  ..コ
Q… ロ

E“00‐49"塑.J  
｀

F`500-)t‐ .…f阜Ⅲ=L

拿リニアックなしの3輌院と熙鮨入量はずれ●lLEE外

率 (2009年 ): 56/372′ 15%

都道府県拠点病院 (N=51)   地域拠点病院 (N=321)

あり●なし   43%            | あリビなし   11%
全施設 …22 

…

    全施設 3…

通常照射法
70Gy/35回

!MRT:強度変調放射線治療
78Gyノ39回
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・ ROコース  入学者数 (社会人)

放射線腫瘍医(RO)コース

37人 (18人 )

37ノ、 (17A)
41人 (21人 )

がんプロ:

.H20年度

.H21年度

.H22年度

RO希望の新入局者数 (64大学 )

.H20′ 21年度     102人

.H22年度 67人/年

がんプロ以外の大学も含めると全国で年間70-80人が

放射線腫瘍医を目指して入局し、がんプロに約40人が

入学している。

4卜」壁蟄堡握ず
;(治療):零

[ょ

る大

量1。 11年 .

・ 京都大学     ・
口群馬大学     ・ 東海大学

・ 大阪大学     ・ 慶応大学 *

・ 筑波大学     ・ 埼玉医大

・ 東北大学     ・ 近畿大学

・ 奈良医大*    ・ 熊本大学

・ 山形大学     ・ 東京女子医科大学

・ 北里大学     ・ 島根大学

・ 広島大学     ・ 山口大学

・ 香川大学
*:核医学との複合講座

4



琳卜ニヒ翌堕丘='大
学病院 の診療環境の変化

放治科  医学物理室 がんセンター
ロ以前からある 17大学  3大学   _17大学

・ 新たにできた 11大学  7大学   33大学

・ まだない   36大学  54大学   14大学

甲制度: 2008年合「訳

2年

3年

■

撃雲努羹喬轟燿5義響¶ROが実質的に運営し、両

芳ヒ望記F吸射鰍講情選鴨舗嬰牌議辮
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放射線治療の現状

年間1万人以上増加している放射線治療患者数に対応
できる放射線腫瘍医、医学物理士の数が足らない。

高精度放射線治療には地域格差が存在する。地域が
ん診療連携拠点病院は304病院も必要なのか。地域拠
点病院の1/3は年間患者200人未満。放射線治療施設
のセンター化が必要。

全国で年間70-80人が放射線治療を目指して入局し、
がんプロに年間約40人が入学している。がんプロによ
る大学病院の構造変化もみられる。

放射線腫瘍医を増やすには放射線1重瘍学講座の独立
が不可欠である。すこしづつ増えているが、現状19大
学程度。

国に対する要望

●

　
　
●

放射線治療を行う施設での
日放射線治療科と放射線診断科の診療科分離を推進

・ 医学物理室設置と医学物理士雇用の推進

・ キャンサーボードの設置推進

放射線治療施設のセンター化推進

・ 地域がん診療連携拠点病院の放射線治療要件の厳格化

がんプロフェッショナル養成プランの継続

放射線腫瘍学講座の分離独立の推進

・ 放射線治療科の独立では不十分。

6



天野委員提出資料

平成 23年 8月 25日

厚生労働省がん対策推進協議会

会長 門田 守人 様

厚生労働省健康局総務課がん対策推進室

室長 鷲見 学 様

厚生労働省がん対策推進協議会有志委員―同

都道府県に対する国のがん対策予算の有効な二塁措置 [三園する意見書

平成 24年度より実施される国のが々対策推進基本計画の策定に向けた議論が、厚生労働省がん対策推進協
議会にて行われています。基本計画に基づく有効ながん対策の推進にあたっては、都道府ヽ に対する国のがん
対策予算の有効な予算措置が求められることは、言うまでもありません。しかし、これまでの国のがん対策予

算が都道府県でどのように使われているのか、実態を十分に把握しないまま議論が進んでいると考えられます。

「都道府県がん対策重点推進事業の実施について」(平成21年 4月 1日 付)お よび「都道府県がん対策推進
事業実施要綱の一部改正についてJ(平成 23年 3月 29日 付)で示された各事業内容の予算と実行状況等につ
いて、都道府県がん対策主管担当の皆様宛にアンケートを行い、別紙の通り、46都道府県よりご回答をいた
だきました。当該事業の都道府県ごとの予算措置には大きな格差があり、国が2分の 1補助を計上しているに

もかかわらず、予算額が0円の県もありました。都道府県ことの財政状況、他の予算項目や都道府県独自予算
での対応などもあり、単純な比較は出来ませんが、がん対策推進基本計画等において「がん医療の均てん化の

推進Jが求められて|たにもかかわらず、地域間格差が広がりかねない実情が明らかとなっています。

特に、繰り返し指摘されてきた「国2分の1・ 都道府県2分の1予算」問題については、多くの都道府県か
らその是正や「国 10分の10予算Jを求める意見が挙げられています。基本計画に基づく有効ながん対策の推
進のためにも、都道府県に対する国のがん対策予算の有効な予算措置に関して、以下の意見を提出いたします。

記

厚生労働省がん対策推進峰議会においては、都道府県に対する国のがん対策予算に関して、その都道府

県での予算額や摯行状況について継続的にモニタリングを行い、格差の是正に向けた提案を行うこと。

国においては、「国 10分の10予算」施策の増加、「国2分の 1・ 都道府県2分の 1予算」の条件緩和、
がル対策予集に関する都道府県への早期かつ適切な情報提供と意見交換の場の設置を行うこと。

都道府県においては、「がん医療の均てん化の推進Jの観点に鑑み、がん対策予算の確保に向けた取り
組みを継続するとともに、「必要かつ予算化しやすいがん対策施策」に関して、国に提案を行うこと。

.                               以上

厚生労働省がん対策推進協議会有志委員―同

天野 慎介

花井 美紀

員島 喜幸

松本 陽子
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「都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は1つの選択肢より選択)予算額 (円 )1執行額 (円 ) 予算額 (円 )

宮
城
県

1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 0 3その他

2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 0 3.その他

3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 0 3.その他

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 5,758.000 5498,888 6.767.000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 ) (22年度予算項目無し) 4,978,000

平成22年度コメント

平成23年度コメント 予算額は震災の影響で減額となる見込み。

秋
田
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 700,000 700000 l,523,000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 29,000,000 23.000.000 29,000,000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 20,163,120 0.その他

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 1,583仰 1203μЮ 1,960,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3.その他

平成22年度コメント ヨ庫補助申請していなかったが、平成23年度は申請。

平成23年度コメント 体制作りに、関係者間の調整を要するため。

山

形

県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 30,000,000 30,000,000 30,000,000

`2)医

療提供体制等の強iヒに資する事業 30,000,000 30.000,000 30,000,000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 9,134,000 8,598.528 4,913,000

4)効果的ながん情報の提供に資する事業 30,000,000 30,000,000 30,000,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 30,000,000

平成22年度コメント

平成23年度コメント

ｌ
●
‥

1都
道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容

※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択)

予算額(円 ) 執行額 (円 ) 予算額(円 )

福
島
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 3.その他

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 107,247,000 1001137,000 110,070,000

3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 11.183p∞ 1,071.268 1.175,000

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 633仰 609,725 637,000

(5)がルに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 3.その他

平成22年度コメント

平成23年度コメント

茨
城
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 435,000 229.500

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 55.341硼 50.877016 0 2.必要な〈、予算措置せず

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 0 2.必要なく、予算措置せず

く4)効果的ながん情報の提供に資する事業 922,000 374,973 451,600

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 2.必要なく、予算措置せず

平成22年度コメント

平成23年度コメント

栃
木
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 必要なく、予算措置せず

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 424脚 171,421 421,000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 1,306,000 852.574 3,757.000

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 2ρ53,000 1,188,680

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 2.必要なく、予算措置せず

平成22年度コメント

平成23年度コメント
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習鼻::F
平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由

(回答は3つの選択肢より選択)予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額 く円 )

群
馬
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 1,156,000 894,823 928.000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 83.000,000 83.000,000 98,000,Ooo

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 4379,000 3.526,232 ■179,0∞

く4)効果的ながん情報の提供に資する事業 2.467,Ooo 3.その他

5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 527,ooo

平成22年度コメント

平成23年度コメント

埼
玉
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 2672.000 2.243.512 2.565,800

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 0 3.その他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 1,318,400 1,337,284 1,491,500

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 1,492.500 1,729,350 9,1鴫000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 1.必要だが、予算措置できず

平成22年度Jメント

平成23年度コメント

千
葉
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 1,730,000 1,6鴫000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 3,000,000 3.その他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 2,184ρ 00 1.551,162 2,256,Ooo

4)効果的ながん情報の提供に資する事業 8.600.ooo 3.その他

:5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0,820,00o

平成22年度コメント

平成23年度コメント

‥
０
‥

「都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択)予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額 (円 )

東
京
都

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 0 2.必要なく、予算措置せず

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 0 967.250 2.必要なく、予算措置せず

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 27,774.622 8,713.152 99.698.809

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 78,463,776 48,728,028 42,320,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 2.必要なく、予算措置せず

平成22年度コメント

平成23年度コメント

神
奈
川
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 0 0 〕その他

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 0 0 3.その他 (H22)/1.必要だが予算措置できず (H23)

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 0 0 3.その他

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 855,000 3.その他

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 1.必要だが、予算措置できず

ll成22年度コメント (1)～ く3)については県単独で該当事業の予算を計上、(4)についてはCSRを活用し、事業を実施。

平成23年度コメント (1)については県単独で該当事業の予算を計上、(3)にういては国庫(10/10)を活用し予算を計上。

新
潟
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 1,619,00 1216,349 1,619,000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 3.その他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 2.224硼 2223,900 2,025,400

く4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 3.その他

〈5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) .その他

平成22年度コメント

平成23年度コメント



‥
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「都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択 )

予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額 (円 )

静
岡
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 その他

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 31,600,000 31,600,000 28,674,000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 3.675,000 3.512,000 3,675,000

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 17.535"0 17.535仰 18,631硼

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 1,896.000

平成22年度コメント
静岡県としては緩和ケア研修会を開催していないが、県指定病院の指定要件に含めることで、県内の緩和ケア研修会の開催回数を増加す
るよう工夫している。

愛
知
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 1.必要だが、予算措置できず

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 1.必要だが、予算措置できず

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 1.必要だが、予算措置できず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 1.必要だが、予算措置できず

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 1.必要だが、予算措置できず

平成22年度コメント 他の事業により実施

平成23年度コメント 他の事業により実施

二
重
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 5,863,000 4,844,387 4,000,000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 3.259.000 1.214,000 2.必要なく、予算措置せず

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 6,468,000 4,951,000 0 3.その他

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 16.000,000 16.000,000 0 3.その他

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 13.000,000

平成22年度コメント

平成23年度コメント (5)は 平成23年度に新設されたことを受け、平成22年度に(4)で 申請していたものを(5)へ移したものである。

―
∞
‥

「都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つ の選択肢より選択 )

予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額 (円 )

富
山
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 3その他

(2)医 療提供体制等の強化に資する事業 1,500.000 3.その他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 200,000 その他

(4)効 果的ながん情報の提供に資する事業 0 3その他

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 3.その他

平成22年度コメント 県単独事業にて実施

平成23年度コメント 県単独事業にて実施

石
川
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 0 3.その他

(2)医 療提供体制等の強化に資する事業 0 268,000 3その他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 3.その他

く4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 8,695,000 3.その他

(5)が んに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3.その他

平成22年度コメント にの事業により実施

平成23年度コメント 也の事業により実施

福
井
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 3.そ の他

く2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 3.そ の他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 14,469,000 9,167,951 11,992,250

(4)効 果的ながん情報の提供に資する事業 2,054,000 1,792.350 3,449,980

〈5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3その他

平成22年度コメント

平成23年度コメント



‥
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‐
都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
K都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択)予算額(円 ) 執行額(円 ) 予算額 (円 )

山
梨
県

1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 3.その他

2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 3.その他

i3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 〕。その他(H22メ /1.必要だが予算措置できず(H23)

4)効果的ながん情報の提供に資する事業 211.000 116.112 162,000 3.その他

5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3.そ の他

平成22年度コメント 晨単独事業にて実施

平成23年度コメント 県単独事業にて実施

長
野
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 1.502,000 863,000 1,332000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 8,904脚 8,702000 8,904脚

〈3)がん検診実施体制等の強化に責する事業 0 1,326,000 1.必要だが、予算措置できず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 1.必要だが、予算措置できず

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 1.必要だが、予算措置できず

平成22年度コメント 他の事業により実施

平成23年度コメント 「 業により実施

岐
阜
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 0 2.必要なく、予算措置せず

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 28.643.000 19,072951 38.080.000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 368,000 267.616 308,000

(4)効果的ながん情報の提供:ご資する事業 0 3.その他

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3.その他

平成22年度コメント

平成23年度コメント

１
一
０
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‐
都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択)予算額(円 ) 執行額 (円 ) 予算額(円 )

滋
賀
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 2f必要なく、予算措置せず

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 28,000.000 28,000000 31,065,000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 1422,000 825.080 1.075,000

(4)効 果的ながん情報の提供に資する事業 0 3.そ の他

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3.その他

平成22年度コメンド (1)緩和ケア研修は拠点病院にて実施.(4)がん検診受診啓発事業、がんフォーラム等、他の事業で実施

平成23年度コメント (4)が ん検惨受摯啓発事棠、広報紙を使つてがんサロン等の啓発を実施。(5)が んに関する相餃については、がん相談支援センターで行うこととし、その啓発を行うている。

京
都
府

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 3.そ の他

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 15,000,000 i3,800.000 15,000,000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 3,500,000 3,500,000 20,000.000

く4)効果的ながん情報の提供に資する事業 3.その他

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) .その他

平成22年度コメント 1)府独自指定病院も緩和ケア研修を開催、(2)の 中セ経費を補助。(4)患者モニターの意見をもとに府ホームページに『京都府がん情報ネットJ立ち上げ(単費で対応).

平成23年度コメント (1)府独自指定病院も緩和ケア研修を開催、(2)の 中で経費を補助。(4)(5)b'ん診療連携拠点病院の一事業として活用するため「がん診療連携拠点病院機能強化事業」を活用.

大
阪
府

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 1.必要だが、予算措置できず

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 1.必要だが、予算措置できず

〈3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 65,000,000 1.必要だが、予算措置できず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 5,000,000 1.必要だが、予算措置できず

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 1.必要だが、予算措置できず

平成22年度コメント

平成23年度コメント (3)及び(4)については国庫支出はなし
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・
都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
K都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択)予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額(円 )

兵
庫
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 5,814,000 1.必要だが、予算措置できず

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 1,458,000 1,458,000 0 1 必要だが、予算措置できず

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 0 1.必要だが、予算措置できず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 0 1.必要だが、予算措置できず

5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 1.必要だが、予算措置できず

平成22年度コメント

平成23年度コメント

奈
良
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 0 .その他

2)医療提供体制等の強化に資する事業 19,708,000 19,731,488 21.356.000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 3,100,000 2,415,235 421o.680

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 :,340m0 485,632 2,044,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3その他

平成22年度コメント 他の事業で執行しているため

平成23年度コメント 他の事業で執行予定のため

和
歌
山
県

(1)がん検診に関わる医師に対する組和ケア研修事業 593.000 414,430 593,000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 2p∞ ,000 3.そ の他

(3)がん検診実施体制等の強化に贅する事業 0 3.その他

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 3.その他

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3その他

平成22年度コメント

平成23年度コメント
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都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
K都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択)

予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額(円 )

鳥
取
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 823,760 0 775,760

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 13.066.667 2,840,000 18.172.199

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 9221,57 5,185,037 28,217,445

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 599,180 268,204 5,003,090

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) ≧.必要なく,予算措置せず

平成22年度コメント

平成23年度コメント

島
根
県

1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 500脚 392.490 400,000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 1,921,CЮ0 1,300,092 1,864,000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 1.必要だが、予算措置できず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 3,770m 3,670.000 3,380,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目嬌し) 1.必要だが、予算措置できず

平成22年度コメント

平成23年度コメント

岡
山
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 1,387,579 1,387,573 1,387,501

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 2,494,541 2.必要なく、予算措置せず

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 7,944,655 7.944,655 2.必要なく、予算措置せず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 2201.430 1,311,121 2必要なく、予算措置せず

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 2.必要なく.予算措置せず

平成22年度コメント 平成22年度新規事業で、がん患者及び家族の生活の質(QOL)維持向上事業を(4)と して実施した。

平成23年度コメント がん患者及び家族の生活の質(00L)維持向上事業を(2)と して実施している。
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‐
都道府県がん対策重点推進事業実施要綱Jの事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」の場合の理由
(回 答は3つの選択肢より選択)予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額〈円)

広
島
県

1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 8,820,000 4,786,608 15,186.790

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 5:201ρ00 5,201脚 8,51.000

3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 23,242,000 22,375,700 2769,000

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 (3・ 4合わせて) (3・ 4合わせて) (2・ 4合わせて)

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3その他

平成23年度コメント
級蟹種で讐雰著苦譜ツ習懸当雷響≧lξ魔

提供体制推進事業費補助金)を充せていた。研修事業以外の緩和ケアに関する事業を含む。(5)

山

口
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 3.500,000 3.5∞p00 3.5 、ヽ000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 1.必要だが、予算措置できず

3)力ぐん検診実施体制等の強化に資する事業 13,351,000 10,788,089 21,351脚

く4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 0 1.必要だが、予算措置できず

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 1.必要だが、予算措置できず

平成22年度コメント 平成22年度〈3)は経続事業のため、国の2分の1補助計上なし、単県補助。

平成23年度コメント

徳
島
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 1,000硼 1,0001Ю0 1,00町 000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 0 2.必要なく、予算措置せず

(3)がん検診実施体制等の強化に責する事業 600,000 600,000 600000

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 8 、ヽ000 3.その他

5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 2.必要なく、予算措置せず

平成22年度コメント

平成23年度コメント

‥
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「都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択

'

予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額 (円 )

香
川
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 3.そ の他

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 3.その他

3)がん検診実施体制等の強イじに資する事業 369,000 369,000 1必要だが、予算措置できず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 300.000 3001000 399,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 1.必要だが、予算措置できず

平成2密度コメント

平戌23年度コメントがん検診受診促進企業連携事業を申請〈不採択)

愛
媛
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 2,528p∞ 2520"0 2.523.000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 15,146.000 3.その他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 1,065即0 565,368 582,000

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 10,790.000 7,797,882 2,942,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 1.必要だが、予算措置できず

平成22年度コメント 自補事業『がん医療の地域連携強化事業」に予算計上していたので、(2)は予算計上なし

平成23年度コメント 平成23年度予算を計上する時点で、「地域統括相談支援センター1に係る実施要鋼が明確でなく、財政上の問題(県が2分の1負担)もあり、予算措置できなかった。

高
知
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 1,500,000 1,041,300 3その他

(2)医療提供体制等の強化!ご資する事業 3,421,000 3.その他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 1,157鰤 2.必要なく、予算措置せず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 11,509,224 :1,451,973 8,266,000

(o)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 9,740,000

平成22年度コメント (2)は他の補助事業を活用

平成23年度コメント (1)拠点病院主催の研修で対応
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「都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つ の選択肢より選択 )予算額 (円 ) 執行額 (円 ) 予算額 (円 )

福
岡
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 666,000 0 404,120

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 4,574,000 673.437 645,140

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 3.674,000 2,776,100 3,659,880

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 2必要なく、予算措置せず

〈5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 〈22年度予算項目無し) 1必要だが、予算措置できず

平成22年度コメント 〈2)は一部を国補助事業から県単独事業へ切り書えて実施した。(4)は県ホームページや県の広報紙などを活用している。

平成23年度コメント (5)は実施方法等を研究しているところ。

佐
賀
県

(1)がん検診に関わる医師に対する報和ケア研修事業 2.312,668 1.859.409 1887.638

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 5,310,000 5,020,472 178.200

3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 2,536,140 3.その他

1)効 果的ながん情報の提供に資する事業 13,976.540 3.その他

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 7,058,800

平成22年度コメント (3)(4)の事業内容を実施しているが、全て(2)に 含めて申請、報告を行つた。

平成23年度コメント

長
崎
県

(1)がん検診に関わる医師に対する組和ケア研修事業 1.513.000 824,000 1,513.000

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 4.000.000 1,175,665 4,000,000

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 0 3その他

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 2,055脚 1,360,000 3,118,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 1′ 必要だが、予算措置できず

平成23年度コメント 脳 i熙響篠肇橋犠惇甥評智鶴雛 」賭縫蛸晒駅識即粘凛籠難設樫ぶチ
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都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成20年度 予算額が「0」 の場合の理由
〈回答は3つの選択肢より選択)

予算額(円 ) 執行額く円) 予算額 (円 )

熊
本
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 3.その他くH22)/2.必要なく、予算措置せず(H23

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 3.その他

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 3その他(H22)/2必要なく、予算措置せず(H23

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 5.018.000 4,646,774 3,282,000

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3その他

平成22年度コメント

平成23年度コメント

大
分
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 0

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 2.650脚 2050,000 20,037,000

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 2.568.000 2568,000 6.531,000

5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 3.その他

平成22年度コメント (1)(2)(4)はがん診療連携拠点病院機能強化事業として実施〈2Q000,000円 )

平成23年度コメント (1)(2)(4)はがん診療連携拠点病院機能強化事業として実施(20,000,000円 )

宮
崎
県

(2)医療提供体制等の強化に資する事業
“・

゛
―

′ ト ニ ヽ ョ

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 し ‖ T′ひ し

:4)効果的ながん情報の提供に資する事業

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し)

平成22年度コメント

子威23年度コメント
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「都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」の事業内容
※都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む

平成22年度 平成23年度 予算額が「0」 の場合の理由
(回答は3つの選択肢より選択)予算額 (円 ) 執行額(円 ) 予算額 (円 )

鹿
児
島
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 0 0 3.その他

(2)医療提供体制等の強化に資する事業 l,997,544 l.217,984 2329,161

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 49.950 13,700 49,950

4)効果的ながん情報の提供に資する事業 4.242.234 3,985,742 4199439

(5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 0 .その他・

平成22年度コメント

平成23年度コメント

沖
縄
県

(1)がん検診に関わる医師に対する緩和ケア研修事業 ≧.必要なく、予算措置せず

〈2)医療提供体制等の強化に資する事業 0 1.必要だが、予算措置できず

(3)がん検診実施体制等の強化に資する事業 0 .必要だが、予算措置できず

(4)効果的ながん情報の提供に資する事業 0 .必要だが、予算措置できず

〈5)がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業 (22年度予算項目無し) 8.686.000

平成22年度コメント

平成23年度コメント

―
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■都道府県のがん対策推進協議会等一覧

都道府県名 協議会等名称 委員総数
思 百・ 藤 麻・ 洒

"の立場を代表す
ス基 日●|

都道府県名 協議会等名称 委員総数
思百・ 不 藤・ 垣

"の立場を代表す

1し海道 がん対策推進協議会 3 威賀県 bくん対策推進協議会 3

奢森県 らくん医療検討委員会 京都府 ドん対策推進協議会 24(予 定) 4(予 定)

言手県 がん対策推進協議会 20 4 た阪府 いん対策推進委員会

雪城県 がん対策推進協議会 熙庫県 建康づくり審議会がん戦略部会 20 2

映田県 がん対策推進委員会 崇良県 いん対策推進協議会 25 5

山形県 btん対策推進協議会 1 ln歌山県 |くん対策推進委員会 1

臨島県 blん診療連携協議会 1 鳥取県 btん対策推進県民会議 3

麦城県 総合がん対策推進会議 島根県 がん対策推進協議会 20 4

断木県 ドん総合対策検討会 田山県 がん対策推進協議会 2

群馬県 ドん対策推進協議会 広島 県 がん対策推進協議会 3

奇玉県 がん対策推進協議会 1 」J口 県 腱康やま∝ 推進協議会がん対策分科
`

2

千葉県 がん対策推進部会 3 恵島県 がん対策連絡会議 3

東京都 がん対策推進協議会 3 晏川県 がん対策推進協議会 :

II奈川県 生活習慣病対策委員会 3 墜媛県 ドん対策推進委員会

断潟県 bくん対策推進協議会 2

=知
県 bくん対策推進協議会

自山県 btん対策推進本部 岡県 bくん対策推進協議会

百川県 医療計画推進委員会がん医療対策部会 1 左賀県 ドん対策等推進協議会 1

E井県 しくん委員会 2 晨崎県 らくん対策部会 :

山梨県 bくん対策推進協議会 4 熊本県 bくん対策推進懇話会

受野県 り`ん対策推進協議会 2 た分県 ドん対策推進協議会

皮阜県 b｀ん対策推進協議会 2 自崎県 ご回9 配¬
浄岡県 blん対策推進協議会 5 菫児島県 ドん対策推進協議会 2

E知県 主活習慣病対策協議会がん対策部会 0 中縄県 いん対策検討会 3

二重県 61ん対策推進協議会 l



|

国や都道府県のがん対策予算の現状に関して都道府県より寄±ちれたご意見 (自 由回答)

同事業の開始前に現に対応していた事業があること、また、他補助金の対象となる事業が含

まれていることから、北海道では同事業の活用が出来ませんでした。また、国において予算

措置がなされたとしても、自治体の体力によっては、必ずしも新規 。拡充予算を措置できる

とは限りません。仮に予算を確保できたとしても、人員削減が進められる自治体も多い中、

事業を実施するために必要な人員を揃えることは容易ではないと考えます。 (北海道)

本県のがん対策予算については、厳しい県財政事情の中においても、何とかやりくりしなが

ら重点的に計上を行つているところ。しかしながら、実態として、諸事情により新規事業ヘ

の対応が困難であること、基準額を満額拠出できない事業 (が ん診療連携拠点病院機能強化

事業等)が あることなど、万全とは言い難い。                (岩 手県)

国の補助メニューについての意見  
｀

> 事業主体が、都道府県に限定される場合が往々にあるが、内容に応じて、都道府県のほか、
市町村、がん診療連携拠点病院、その他医療機関、がん患者団体等の関係機関を主体とす
る等の柔軟性があっても良いと思う。国のがん対策事業の幾つか (都道府県がん対策重点.推
進事業など)については、がん診療連携拠点病院の機能確保。強化に関わる関連事業と

して、当該痺院を中心とする既存事業を集約されることが望ましい部分 (研修等の人材育
成、相談体制、情報発信等)も散見される。      _

> 特によく活用される「がん診療連携拠点病院機能強化事業」の補助率 (国 2分の 1、 県 2

分の 1):こついては、県の予算の計上額に左右されることから、国の予算額・補助基準額
の範囲内において、条件緩和 (国 2分の1以上、例えば、県間の公平性の観点から上限 3

分の 2以内)に向けた配慮もあればと望む。均てん化の趣旨から、各都道府県の計上状
況 (一般財源)を踏まえ、極力、各拠点病院に対し補助基準額が満額に行き渡るよう、国
と県で善処できればと考える.少なくとも満額支援については、国立がん研究センターに

対するそれ (補助率 10分の 10)と 同様なのではないかと考える。

> 「がん診療連携拠点病院機能強化事業」の大方ぃ、人件費確保 (がん登録、がん相談、病
理補助等)が主体となっており、現場からは、予算不足の事情から、その他の事業 (人材
育成など)に制約が生ずるとの意見をよく伺う。特に、がん診療連携拠点病院の機能確保
(人材体制)が補助金如何に左右されることから、今後の維持に懸念がある。本来的には、

がん対策基本法立ち上げからの、行政からの補助金を中心とした支援から、今後は、病院

自らの運営費により人的体制ま下賄えるようなイシセンティプ (診療報酬による評価等)

の構築や転換が必要と考える。

● 県財政状況が厳しく、がん対策予算の確保が難しくなつている。 (栃木県)

予算の内示が遅いため、実際の事業の執行に支障が出ている。 (例)平成 23年度感染症予防

事業費等国庫補助金→平成 23年 7月 22日 にFAXにて内示、平成 23年度がん検診受診促進

企業連携事業→平成 23年 8月 9日 現在、内示なし。              (群 馬県)

都道府県を対象とした補助メニューのほかに、本来の事業主体である市町村を対象としたも

のがあります。            ,                 (埼 玉県)

国のがん検診推進事業について、クーポン券等の様式提示や実施要綱の提示が遅く、検診を

実施する市町村にとつては大きな支障になつている。スムーズな検診、事業効果の最大化の

ためにも、速やかな情報提示が必要と考える。 (新潟県)

がん対策を推進するうえで、各種事業を企画し予算要求するが、県において予算措置がされ

ない。少額でも構わないので、補助率 lo分の 10の事業メニューを用意してほしい。(山梨県)

(県のがん対策予算についての補足)県が指定する静岡県地域がん診療連携推進病院 I(現

行の国指定要件と同じ)において、緩和ケア研修会の毎年開催を指定要件の一つとしている。

また、静岡県地域がん診療連携推進病院肛 (旧 国指定要件と向じ)においては、緩和ケア研

修会の毎年開催を指定要件としていないが、平成 24年度末までに静岡県がん診療連携推進病

院 Iに移行することを求めており、静岡県地域がん診療連携推進病院Iに移行後には、緩和

ケア研修会の毎年開催が指定要件の一つとなる。 (静岡県)

2分の1補助で県費負担は必要だが、有難い補助金なので継続して頂きたい_平成 23年度の

「がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業」だけでも、国 10分の 10に していた

だければ非常に助かります。                        (二 重県)

現在の地域医療再生基金により、充当できる期限は平成 25年度までとなっているが、平成 26

年度以降についても1カ ん`対策関係の事業について同様の基金の充当等を行える体制を整え

ていただきたい。                             (奈 良県)

当該補助金については、現在、負担割合が国 2分の 1、 県 2分の 1であるが、厳しい県財政

の状況に鑑み、国費による一層の財源措置を行つてもらいたい。        (島 根県)

平成22年度に新規事業として「がん医療の地域連携強化事業」が国庫事業として開始となり、

その事業の実施主体は(都道府県又は都道府県拠点病院とされていましたので、当県では、

県がん診療連携拠点病院が実施主体となつて取り組むこととなりました。この事業は、地域

の医療機関などの情報を把握し、がん患者に適切な医療サービ不等を照会するため、地域連
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携コーディネーターを配置し、がん患者が安心して療養できる体制を構築するもので、初年
度ではありましたが、やつと軌道にのりかけたと■ろで、1年で事業が廃止となりました。こ
の事業が 1年で廃上になるため、その対応について国に尋ねると「都道府県がん対策推進事
業の中に、『がんに関する総合的な相談体制の整備に資する事業』を 23年度から追カロしてい

るので、そちらで取り組むことが出来るJと 回答されました。そもそも、都道府県がん対策

推進事業は、県が予算措置をした上で、国庫補助する仕組みのため、財政の厳しい事情を抱
えている県には,大変厳しい現実があり、予算措置が容易に出来ないため、その対応に困っ
ています。ご教示をよろしくお願いします。                  (岡 山県)

がん対策と一体となって実施するのであれば、第一線で受診率に直結している市町に対して
のメニューがあってもよいのではと思います。                (山 口県)

国の無料クーポン事業がありますが、申請通りの金額を交付して欲しいと思います。また、
内示時期等も遅い9で、もう少し早くしていただけたらと思います.ク ーボン事業の補助率
も2分の 1ではなく、lo分の10に戻していただけたら助かると思います。   (徳島県)

がん診療連携拠点病院機能強化事業について、平成 23年度に県が補助する地域拠点病院の補
助額 6:000千 円が、国が直接補助する補助額 14,000千円に対して低額である。ヽがん検診実施
体制等の強化に資する事業について 平ヾ成23年度のがん検診受診率向上のための事業は、企
業連携委託費を予定していたが、採択されず、普及啓発事業が実施できない。  (香川県)

国のがん対策予算の多くは、県費の持ち出しが必要とされてぃるが、厳しい財政事情のなか、
県予算の確保は困難を極めている。がん医療は、が々対策基本法やなん対策推進基本計画に

おいても均てん化を謳っているにも関らず、財政事情の厳しい地方と都市部においては、さ

らに格差が広がっている。がん対策は、医療夕抑制等一定の効果が期待できるものであり、
全額国費で事業計画を立案して欲しい (長崎県)
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中川委員提出資料

rがん教育に関する意見書」
平成23年 8月 25日

がん対策推進協議会委員  中川恵―

1、 がん教育の言葉の定義について
「2人に1人ががんになるJと いうフレーズを私が使い始めた時、二部に「言い
過ぎ」との指摘があった力t、 現在、行政も「2人に～Jを使用しており、大き
なインパクトを与えていると思われる。
これは、「言葉の力Jによるものであり、「2人に1人～」と語ると、国民も「他
人事ではない」と関心を持つ。同様に、用語の重要性という点で、「力tん教育」
が「学校でのがん教育」を指すことを明確にし、大人へのがん教育は『がん啓
発」などとして区別すべきである。「力tん教育=学校でのがん教育」を、本協
議会で意思統一すべきかと提案する。

2、 がん教育の具体論について

学校での「がん教育」li?いては、「性教育」や「子富頚Itん ワクチン」など
が格むこともあり、義務教育段階での教育が望ましい。

現在は、がんなど疾病についての数育は「保健体育」で行われているが、長期
的には「保健」と『体育Jの分離も考える必要がある。

また、生徒・児童に「がん教育」をする場合、学校教師に、「がん教育」が十
分実施できるか、とぃう問題もある。昨年、私が東京の青梅市で、中学の教師
を対無に「がんに関する講演会」を担当したが、参加教師のアンケー トでは、
「がんについて、ほとんど知らなかった。子どもたちにも教えるべきだ」など
いう声が圧倒的だつた。 (別紙1参照)

3、 アニメDVDなど「子供に届く教材」で教育を

上述のように、学校教師への「教育」も必要であるが、現状では、まず教師ヘ

の「がん教育」を行い、次に rがん教育Jを受けた教師が生徒の「教育」をす

る、という二段階方式は迂遠にすぎ、現実的とは言えまい。

こうした背景を受けて、教師も生徒も、=緒に学べる、という「教材」力く必要

と感じ、アニメ『がんちゃんの冒険Jを、公益財団法人日本対がん協会の「が

ん教育基金」からの資金援助を頂いて作成し、「がん教育」に使用している。

内容については、文科省スポーツ青少年局学校健康教育課の協力を得て、中学

生、学校教師へのモニターなどを行いながら制作した。保健あるいは、総合学

習の時間に、アニメをクラスで上映し、DVDを 家庭に持ち帰●てもらい、家族と

ともに家庭で再度観てもらうことを想定している。

実際にアニメDVDを使った授業を中学校で開始しており、生徒の評価は高い

ものがあつた。 (別紙 2、 3参照) 自治体などへの実費配布も行つている。

認知度を高めながら、さらなる普及を図りたい。

5、 アニメDVDの内容について

別紙4に教師向けの解説書 (虎の巻)を示す。

参考 :ア ニメを用いた授業風景 (2010年 7月 、佐賀県武雄市の中学校 )
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別紙1

中学校の教師全の「が
～
教育」結果について (2010年 8月 、東京青緯市)

O「中学校教育研究会議演会」で 80人余を対象に実施、アンケー ト回収79人 .

0ア ンケート結果は教育委員会が回収してまとめたもの。 (太字は中川の強調)

●内容について=「良か確 J75人  (以下、がん教育人の感想例の一部)

*普段忙しい中で、見落としている観点を思い出させられた。生徒に伝えたい■
要点を多く含んでいる。

*学校におけるがん教育の重要性がとてもわかりやすかった。

半教員ひとりひとりの注意喚起に留まらず、中学校教育に不足している点を改め
て認識することができたこと。

*生徒にぜひ話してみたいと思つた。
*興味深い内容を分かりやすく離演で話していただきました。学校教育の中で
予防と早期発見の大切さを教える必要があることがわかりました。

*自 分自身や子供達に対しても考えさせられる内容だった。

*ガンについて深く考えることは今までなかったが、ょい機会を与えていただ
いたし、ガンの教育を学校で行う時代なのだと感した。

*教育者として知っておくべきことが多々あることを再認識した。
*がん散青の必要性がよくわかつたのと、自分自身についてもためになった。
*は じめて知ることが多くあった。今までの常識が非常識であることがわかっ
た。生側

=も
伝えられる。

*がんの治療には手術だけでなく、放射線治鵜 有効であることがわかった 子供
にも教えてあげたい。

*がん予防、がん検診の重要性、生徒への教育の必要性を痛感しました。
*がんについてよく分かりました。子ども達にも、いのちの大切さも含めて指導
に生かしていきたいと思います。

*はじめは教育と関係ないだろう1思つたが、ガン教育の必要性を感じる話でした。

*と ても勉強lFな りました。自分自身にとつて。また、学校教育(現場)で時間を
とる必要ありと感じました。

*具体的な例やデータの表示でわかりやすかった。学校教育で生かす点も明確に
されていて参考になりました。

*がんのこと、がん敬冑の必要なことがとてもよくわかった。
*分かりやすく興味のもてる内容で、生徒べのがん教育の必要性を認識できた。
*がん教育、死を考える教育の必要性を強く感じました。
*すばらしい講演でした。生徒や保護者にもぜひ聞いてほLtヽ内容でした。

別紙2

中学生へのrがん教育」に対する反響 (平成 23年 7月 )

*佐賀県武雄市の中学校でDVD「アニメ がんちゃんの冒険Jを使用した講演会

*以下は感想文抜礼 漢字、カタカナの使い方などは原文通り。(太字は中川の強調)

●今日の話を開いて、がんの知らないことをいつばい知ることができました。

親にも分かつたこと、初めて知つたことを言おうと思います。がんちゃんのアニメ

はおもしろく勉強にもなりました。親といつしよに見たいです (1年 2組)。

●がんになる確率が一番高いたばこは私の父も吸つているので(たばこはやめ

た方がいいとすすめてみたいと思います。がん検診が必要だなと思いました。

今日学んだことを家族などに伝えたいと思います (2年 1組 )。

●がんになったら助かる可能性は低いと思つていましたが、治療法にはいろいろ

あることが分かりました。緩和ケアまでしてくれると、患者さんにとつてはとて

も心強いだろうなあと思いました (2年 1組)。

●今日の話を問いてとにかく、まず検診が大切なんだと。本人になったら年に 1

回くらい検診をして、もしもの時は早期発見をしてなくしたい (2年 1組)。

●女性は乳がん、子宮けいがんになる人が多いそうなので、私は大人になつたら

絶対、定期的にがん検鰺を受けようと決めました。私はできるだけたくさんの

' 人に、がん検診をする呼びかけをしようと思ぃました。あと何年かして、自

分が、がんになつても、今日のお話しを思い出して、どつしり構えて、しつ

かり、がんと向き合つていきたいと思います (2年 2組)。

●がんには、そう簡単にならないだろう、自分や家族 |ま
大文夫だろうと考えて

いましたが、2人に 1人ががんになると言うことを知ってとてもびつくりし

ました。でも、がんを防ぐことができることも知りました。お内を食べすぎ

ない、たばこを吸わない、検診を受けることなどです。日本人は検診受診率が低

いです。私は、まだ子富けいがんの注射を打つてないので早めに打とうと思い

ます。また、私や家族ががんになってもあせらないようにします (2年 2組 )。

●がんになつたら100%死んでしまうと思つていたけど、DVpで全部の人が死

ぬんじやないんだとわかりました。今日の「がんのひみつを知ろう」は聞い

てためになつたし、家族に話して、いろいろ知ろうと思いました (2年 1組)。

●ぼくは、これから大人になつた時、定期的に検診に行きます (1年 3組 )

●この投業を今後の生活にいかし、がんにならないようにしたい (2年 2組)。

●今日の話を開いたり、がんを予防するために毎日の生活に気をつけて、検診も

受けることにします (1年 2組)。

●DVDが もらえるらしいので、すぐに親に見せたいと思いました(1年 1組)。
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男り漁氏3

中学校におけるがん教育の展開と事例報告

【授業概要】

実施目的 :がんに関する基本的な知識やがんとの向き合い方の習得
開催同時:2oll年 10カ ～12月 全4校

*7月 9日 |1新 ィヽ岩中学校にてパイロットスクールを実施。(保護者傍聴あり)

開催場所 :開催中学校 (体育館・視聴党教童など)

授業対象者 :中学2年生の生徒さん

授業時間 :計 10o分

【プログラム】                       .

レクチャー部分

目的 : 「がんに関する基本的な知識 (疾患、予防法ヾ治療法)」 、さらに、
「がんとの向き合い方Jや「生きることの大切さJを伝える。

内容 : ①イントロダクション～心のケアを促すメッセージ

②生きることと向き合うためのセッション

「いきるそう―いのちの河のものがたり」の上映

③がんと向き合うためのセッション (力,んに関する基本的な知識習得)

「がんちゃんの冒険1上映

④がんと向き合うためのセッション (がん経験者から学ぶ)

個A/グループワーク部分

テーマ : 「がんと生きるJ

目的: ・これまで学んできた内容を生徒さん一人,と りに「自分ごと化」してもらう。
内容 : ①個人ワーク

S●pl想起 :大切だと思う人の良いところをたくさん書き出す

S"p2喪失 :書き出|たその紙を「消力 あるいは 曜 るJ。

大切な人ががんでいなくなってしまうこと・‐‐喪失を

イメ‐ジしてもらう

S,p3希望 |力
'ル

で大切な人を失わないために自分は何ができるかを書き出す
②グループワーク

がんで大切な人を失わないために、僕たち/私たちができることをグループ内で整理。
③班ことの発表

別紙 3

【がん教育がもたらす学習効果報告】

晰 ,1ヽ岩中学校でのパイロットスタディ実績より)

①生徒対象事前アンター ト結果

実施時期 :2011年 6月 下旬 (授業の約 1週間前)

対象 :中学校 1年生122名

②生徒対象事後アンケー ト結果

実施日 :2011年 7月 9日 授業実施日

対象 :中学校 1年生116名

③学校対象事後アンケー ト結果

実施時期 :2011年 8月 (授業の約 1ク月後)

対象 :本企画にEaわつて下さつた先生 6名

(校長先生・菱護の先生・学年主任の先生・保健体育の発生・学年主任など)

①生徒対象事前アンケート結果

● 「がん」に対するイメージ:「手術が必要」(「治らない重0端気」というイメージがあつヽ 。
「生活習慣によつてかかる病気」、「予防ができる病気」というイメージは低かった。

● 約 8割の生徒は、「2人に 1人ががんになるという事知 を知らなかった。

● 約 4割の生徒は、家族でがんについて話をしたことがあった。

半数は、家族や身近な人ががんになったことがきっかけ。

● 家族でがんについて話をしたことがない理由として、「きつかけがないからJと 答えた生徒は 6割:

● 家族でがんについて話をしたことがある生徒のうち、がんについて話したとき、

「こわかつたJと 答えた生徒は約 4割。「大事なことなので、これからも話さなければならないと

思つた」と答えた生徒も約 4割であつた。

● 約 7割の生徒は、家族が健康診断 (がん検診)を定期的に受けているかを知らなかつた。

‐ 1・
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別紙 3

②生徒対象事後アンケート結果

①「がんJに対するイメージ

「早期発見すれば、治る病気」、「予防ができる病気」、「生活習慣によってかかる病気」:

「老化とともになりやすくなる病気,と いうように、「がん」に関する正しい理解を促した。

男」糸氏3

⑤コメント (自 由回答方瑚

命がどれだけ大切かが分かつた。

・がんの予防法や早期発見などt分からなかつたところを詳しく話していただいた。

・ これからの予防ができると思つた。また身近な人に伝えたいと思つた。

・がんは早く見つければ直せるし、仕事もやることができることを知oた。

・がんってこんなものなんだ。こうしたらいいA/だということが分かつた。

・ もし大切な人や自分ががんになってしまつても、生きる希望を失わないということが

大切だと分かりました。

・諄演を穂く前はがんはこわい病気だと思つたけれと、終わつたらこわいとは思わなくなつた。

命は大切だと思った。 2人に 1人はなる。自分の身近な人に気遺つて、検査などを勧める。

・がんは怖い病気だと思つていたけれど、聞いて落ち着けた。ありがとうございました。

②学校対象事後アンケー ト結果

①学校教育における医療教育やがん教育の位置づけ

●感染症・エイズなどは教えているが、ほとんど扱われることがない。

●中学校 3年生で扱う保健分野での生活習慣病の小単元で 1～ 2時間扱われている霧産。

●本校では実施していないが、総合学習の中で扱うところもある。

②中学生へのがん教育プログラムに対する感想

・ 機菫実施後、全教員が、中学生へのがん教育を良いプログラムだったと獅

案機なつてしまう■気

治らない菫い■気

予防ができる

'■旱瓶発見すれ:ム 沿る●気

老化ととも:=なりやすくなる

"気生活口慣によつてかか梯 気

手術鰺おコな書気

籠い輌気

② 「がん」に対する対応策について

・約 9割強の生徒が、 :予防や検惨などの対策を行いたいと思 う」と回笙

事

“

  事後

自分や版 な人にい こるかもしれないので、  ・ 377% 923%
予防や鮮 などの対策を行し籠いと思う

・ 約 9割強の生徒が、「がん予防に大切な生活や生活習慣を実践 したい」と回答。

鶏 しようと思う

実腱したい沢 むずかLいかも噺 ない

実腱しないと思う

③家族関における「がんJの話題化について

・ 約 8割の生徒が、投薬で学んだ「がんJについて、「家族で話をしようと思う|と 回答^

「話そうと思う内容Jは、下記の通り。

事前   事後

262%  147%

434%    34%

246% 820%

007%   307%

402%  690%
344% 819● /1

105%  155●Z
352%  17筋

696%
270%
26%

044%
70●%
30,%

111%

805%

811%

115%

非常に良いプログラムだった

良いプログラムだった

あまり好ましくないプログラムだった

好ましくないプログラムだった

1名

5名

0名

0名

予防瓢こついて

がん‐ や暉綱発見について

がんの治壼について

がん●●颯 かんびょうに,ヽて

③中学生へのが々 教育プログラムに対する感想 (自 由回答方式)

く生産さんだとつて>

02人に 1人が罹患するといわれている疾病についての正しい知織と予防法を

学齢期に身に付けさせることは必要である。

く生養さんの凛 認に とつて>          、

0保饉者にとつても、良い勉強の機会になつたと思います。

がルについて、また生きることについて学習する機会が少ない中、

子ともたちに機会が与えられたことに、喜んでいる様で丸

0がんについて、説明しなければならない状況のときに、家庭で、冷静に正確に

伝えるのはむずかしい。それを学校教育の中で行つてくれたらありがたいのではと思う。

く社会にわ て>
●死亡原因の1位であるがんについて、子どもたちを守るために、もつと大人たちが

真剣に考え、取り組むべきと考えま丸  (今回の授業はその)良1議会になると思います。

く学校
=こ

とつて>
●保健の授業の充実になる。

・約 8割の生徒が、「家族に健康診断 (が ん検診)を受けるよう勧めようと思う1と 回答^

鶴めようと思う

言い出u=0ヽと思ぅ

樹こ●めないと思う

④命や健康に対する意識について

ほとんどの生徒が、「命や健康を意識し、大切にしていきたい1と 回答.

事前  事後

ひとつい なヽいものだから、大切にu=い       742%  9o4%
あたりまえにあるものだから、意出したこと力はい   120%  26%

希
卸饉る  ._ 驚 輩駒

-7-
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別IIt 3

0本校は小中一貫校なので、小学生にも参加させて、早い段階から

生活習慣につい,知らせることが必要と考えています。

④授業実施後の生徒さんの反応 (自 由回答方幻

●大半の生徒が、がんは、早期発見・早期治擦をすれば怖くない病気と協議し、
ふだんの食生活・生活習慣が大切だと理解できたと思う。

●「健康惨断奪を規などに勧めてみようJと前向きになつたと思う。
●「肉より魚の方がよυ:Jと か 「ヽ燿革を吸うのをやめようJと 口にする場面が見られた。

⑤授業実施後のご象族の反応(自 由回磐方却

0参観していた保護者から、「保護者が見てもためになる指導でしたJと いう感想や、
「必要な教育であるJと いう意見をいただいた。

●何のために行うかなど事前の質問はあつたが、事後のクレームなどはなかった

0しろ良レ勉 強の機会になったという声があつた

⑥がん教育を実施するにあたり、最も配慮すべきこと (自 由回答祠

0身近に、力
'ん

による喪失体験を持つ生徒への配慮             ｀

01人 1人の生徒の生青歴 a任な人の売を体験しているなど)が分からないため、

不安はあつた。本枝では、姜懐散mが心理面に配慮した動機わけ。シェアリングを

行つたが、心のケアは重要たと思う。
●中学生が、がんを自分の同題として意朧できるかどうかが懸念された。

【総括】

① 大半の生徒が、がんに対する正しい理解を得ることができた 生活習慣の改善や検惨のコ要性につ

いて、

“

織すると共に、工しい知繊を憲族と共有することの大切きについても、気付くことができ
た。

② 散曹現場において、がん散青の単元は十分でない現状があつた。生雀の心理面への影響など懸念点

もあつたが、授業実施後、全教員が中学生へのがん毅青を良いプログラムであると評価し、がんに
ついての正しい知識と予防法を学齢期に身に付けさせることの必要性にらぃて、共感が得られた。

③:授業を穂構した生徒の保護者は希望者のみであつたが、「保護者にもためになるJ、 麻要な教育であ
る」というポジテイプな反応が得られた。

④ 授業の中で、中学生にがんを自分ごと化して考えてもらう工夫と共に、心理面への配慮も必要であ
る。生徒の信別の事情に関する事前ヒアリングや、授業前・中・後の心理ケアをしっかり行える体

制を築いた上でのがん教育の実施は、正しい理解や不安の解消につながり、有効であると思われる。

-10-

iN詳ORMAT10、N
OF付鰺ちゃんの日険

rんちゃん0■腋_■日●

STORY_J: く第1“ >♪ がんちゃん現れるの巻♪

このアニメーションの主人公 fオッ測 0年齢は

48餞にm定しています。

生徒の保口者 (とりわけ口観)の年03に近いかと思います。

ちょうと がんbt増えてくる年13層であることを

意鰊した設定です。

がんは、40"以降から、くつと増えます。

発展的な内容としては、はヽ■息は、

54織までは(■がんの口係0女性がつく、

55餞以降は男性が女性を8えていく、

という続計的な事実があります。

P.1

-9-
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い。R・2 02“>"0本人の欲 に1人はがハんなるの普♪

「B本人の2Aに1郊凛 なる(発病する罹患す0」ことと

「B4A● 2人に1人よかし硼 ことは興0ります。

検
…

って、早期に発見されたS 1ヽま

ほとんとがお菫するよう0なりました

いまやrSヽは死瑯 られれ
"的""銘

Kなりました

とはtヽた実臓には「曰
～

のヽ3人に1メ」が

筋Cで亡ぐわ ■■■.■日死亡奢鷺は130万人、

そのうち30万人飢がん(ml■は「思性晰生物」と

E"さ詢ます)で亡くなつていうのです。

また「鴫 のヽし にヽ1人がヽ
～

13なる|は

男任女性の平力で,勇仁ロナを見れば実に0●l近くに連します

ちは ,女性

“

al‐。先知的●性をというょり、

生活習●●■tWメ語睫 考えられま●.

け機 、日本では「●2てι対 .欧米では,いている」ことも

― ●tt●.

萬●七綸し,"ヽからでい ります瓜

生活習颯の壼イttAきな燎国です。

くお,お>♪ 肉■ばかりだとがんになりやすいの■♪

食生活の「欧米イヒ」とは、すなわち肉食が増えたことを■蛛します。

,レステロールの強凛燿口です。

性ホルモンの材■にけるコレステ0-ルによって、

■●71や前立餞はヽ が増えるからです。

また Bホ0ま ,●■に反じて、■■の質取■,どんどん■つています。
ハン′,―ガーのロアメリカにさえ菫取二は違い壺かれてい■す。

日本人が食べる肉の■がこの50年で10倍 になったことと合わせて,

50年場の食生活〈生tの祖父●の時rt)に

思いを島せてもらう手もあります。

お薄で口が赤くなる人(アルコールの分解がうまくいかない人)は,

鰺ヽ になりやすいと8われ
=す

。

■でulてくぅ夕 、コと合わせて ■度の飲洒は 摩、の原因の0とつです。

食生活の注意点ぃ●●で、肉を減らし野菜を多くとる.

塩分は控えめに、です。

誌I殿謝 棚 賢
砒
TttP。 2

０
５

０
ｕ

●
』

Ｏ
Ｅ

STORY_3

０

●

●

●

０

」APA‖

STORY_4 く第4“ >♪ がんちゃん 栄姜を横取りするのな♪

がん厠腱は、細腱分裂の際のコピーミス(梁然変異)で生じます。

がん厠胞は、m胞分裂が止まらなくなつた「■走機関軍」なのです。

そのために、患者さん0栄養を横取りする、

この仕組みを理解してください。

しばしばれ のヽ息者さんが重せていく、

というのは、栄姜をS 細ヽ口に検取りされたお果です。

STORY15 く第6“ >♪ タバつがよくないですよ のな♪

タバコは啜つている本人だけでなく,

日日の人の

“

康をも0します。他人が吸つている

タバコの燿(口流燿)を吸い込0ことが原因です
`

吸い込0燿の■は タバつを吸う本人が―薔多いわけで,が
成分としてはヨ流燿の方が

発がん性が言いことがわかっています。    i

タバコを吸わない腱さんが、タバコを,01"以上■う

ご主人と●らしていると,

奥さんのDIがんにかかるリスクは2■にな味 す。

,パコがくこのせから)なくなれば「男性,のがんの3分 の1が

なくなることも大切で,.疇性の」というのは、

タバコを吸う男女比が口係しているからです。

(楔燿畢0■い/男性●● 女性=中

“

)笙tの年●、

つまり15燿から夕′ヽコを吸いはじめた場合

まったく吸わない非曖煙者に比べて 60燿になつたときの

「||がん死亡
=敗

」は 実に30僣 になります。ちなみに

26カを過言てから曖燿を口珀した■合にはワ僣.

若い崚からの曖燿がいかに危険か、

このデータが示しています。

P゛3
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STORY_6

F!己□
日本人m nt^構ぉ受お撃!静

先遺口7■ に

"Aけ
●口m

コヒーミユ

“

5=,れ ●.

「峰
“Ｌ

睦〓　　・

い
日
●
ι

●

Ｔ

」趙

ヽヽ＆
′Ｌ
じ

ヽ

１̈

一

７一̈〉
．

Ｒ０ＴＳ

くお6●>♪ 検診は受けた方がtヽいのな♪

検診受鰺率が先邊口中で日本は最低です。

アメリカ=8日以上、日本=2割程度とのデータは、
あくまで「子官頸Sヽ」の検診のデータです。

「

音猥がんJについては第11話で登場します飢
女性特有のがんです。

若年でも層■の可能性があることから,生徒にとっても比較的、
「身近Jながんと●8えます.

欧本では「けヽ による死亡Jが■っている。
日本では「がんによる死亡」●ttえている。
この書の原因として、検じ晏診率の差があるのです。

がんの検奎は、さほとつらい検査ではありません。
また、費用もかなり安い。

高くても1000円、2000円程度の場合が多いのです法
あまt」―餃的には知られておらず.

このこともaB●惨率のこさと口係してぃると考えられます。

く

“

ワ彗>♪ ′んちゃんの工体の彗♪

鰺ん●― 生す銀 F3かれます.

私たち0身体は詢60お■のコ0から出来ています。
その!%燿度が毎日、死によす。
(1つ0●日の死は、奎●●rl本薇けうといった掟ぇ方だと
■●しやすいか0しわません)

この■口の死力●うために、●鑢分ヨが,む●すが筋●饉鑢は、
口由分■の自EEきるコピーミスからが生まれるのです。
こ0ミスにより笙まれた●●は,あくまでいス」で生まれていることから
生きていくこと′できません鳳たまにヽ スでも「死な,い」●聰″
発生す工 とがありこの「死なないJわ歯こそ●tん●口なのです。

■外な事彙で
'ム

mm分製そのものは常に発生してるので、
「毎日J働 コヽ●は生まれています。
ただ、兌,■口JFん●llをヨ治するというせ菫み″体内には,をし、
この仕組みは見優監視●■と呼ばれます。
このことにより、●0、 鰺んロロは生まれる0のの、
けんは未盤に水■で瘤されてtヽるのです.

発腱的な内審としては、0■にはがん拶で嗜にくいともヽう0彙があります。

誇:陽霜撃iξ豚櫨::1か ,P。 4

STORY_8

‘
■

■
■

ロ

●
８
日
■
■

2人に,人ががんになり、
3人に1人ががんで死ぬ世界―のがん大曰■日本

である原因は、

とにかく平均寿命の長さによるものなのです。 P.5

STOFY_9

く第8富 >♪ オッジ.つ01こ病院へ の巻♪

がんちゃん、こと、がんの正体が正式に明らかにされます。

がんと口くと、死の病いというイメージがありますが、

それはあくまで過去のもので,

ドヽ全体で5割から6el、 半分以上が治ります。

さらに、医師のセリフやナレーションスーバーにあるように,

早期に発見できれば「981J以上が始ります。

特に口がんの場合だと、早期日がんとして手薔をすれは

ます百パ●セント近くおります。

早期がんは決して柿くないのです。

とにかく、れt治療においては「早相」の発見が大切です。

く第0あ>♪ がんちゃんは昔からいた1の彗♪

"ワ“

で学んだが 細ヽ胞触 検査で分か穣 と巨大になるには、

長い年月(10年～20年 )がかかります。

がんコ腱の大ききは 1ミリの100分の i、 約10ミク0ンです。
もちろん日に見えない。
1ユ 1センチの立方体.1立方センチメートルの中に、
1,が約10ミクロンのドヽ細田がいくつあるかということを

考えると、イメージが膨らみます。

がんコ腱の大ききは詢10ミクロン(1ミ リの100分の1)ですから、
1センチの1辺には千●がん舶田が並轟 r●になります。

1センチほどの大きさになるには、乳がんだと15年程度、

大露がんだと20年以上かかります。

長い年月がかかるからこそ、発見されにくい。高齢にならないと、

発見されにくい。

つまり,寿命が長ければ長くなるほど,がんが増えていく餃です。

ちなみに,日本人の平均寿命は世界一長く.男性が約80蔵 .

女性がわ86餞 全体で詢83燿が現代B本人の平均寿0です。

-14--13-



sTort鴫 ⑫

早m斃 見てこれに 、大文夫 .

STORY

く第10“>"検診に来てよかつたわの巻♪

第9おで学んだ「検査で分かるほど巨大」とは
どれくらいなのかが分かります。

早期発見といえる場合の大きさは「1～ 2セ ンチ」。
基本的に詢1センチにならないと診断は

非常に難しいとも8われています。

ただ がんは発見できる大きさになってからが

「迪行が早い」ということに注意が必要です。

例を挙げると■S のヽ場合.

診断腱 る最小サイズ=1センチ

亡くなるような大きさ=10セ ンチ

この日にかかる年月はおよそ5年という短期日なのです。

Sヽによる症状 (オッジが痛みで苦しんでいる様子など)が
出てからでは、もう遅く

症状が出ている30点 で「末期れ 」ヽなのです。
つまり、がんの痛みが出れば、薔本的にはもうがんは治らない。
症状が出た場合には がんが完治する確率は

大変減るということになります。

く■11お>♪ がんの検査にも色々あるのな♪

がんの層頚は魔薔の数だけあります。

がんの検査方法もがんの積類の数だけあります。

肺がんの検診l● タバコを吸わない方の場合には、
胸邸レントゲンだけで十分。

タバコを吸う方の場合には、痰にがん細胞が入つていないか
:どうかを掟露する略疲綸胞診をさらに追加する必要があります。

大口がんは2日 使を取るだけの簡単な検便検奎ですが、
この検査を行な,だけで大田がんの死亡は4日程度と
半分以下になります。

子官頭がんが、15蔵の女子にとっても

5年 後からも行うべき重要な監査です。

ただ、マンモグラフィーや胸ロレントゲン撮影、
日のパリウム検査はいずれも放射線を使う検査なので
決められた年齢、決められた頻度で行うことが望まれます。

P.6

４

‥

４

１

薇40■ 以上m舅女

",

_一 ― STORY_dl1 2  く卸 2E>)ちゃんとしてる人もいた1の巻♪

女性2人にがんちゃんが寄り付けない理由は、

2人がちやんとワクチンや検診を受けているからです。

20～30代の女性に増えているテ宮頸がんについては,

生掟たちの年齢を考えても身近ながんと言えます。

子官頸がんワクチンは日本でも燿層が始まつており.

子宮頚がんの6劇～ワ割程度防ぐことができると言われています。

ワクチン接種と検診をともに行なうと、

実は子官頸がんで命を落とす確率はほぼゼロになる訳です。

ワクチン機種は 欧米の口 (々オーストラリアやイギリスなど)では、

学校でいついつに猥薇するというような国も多数あります。

できれば 性交渉を始める前の年代 中学校 1年から

高校1年程度に接層することが最も有効と書われています。

ちなみに ウイルスが感決した状態だと

ワクチンを援種しても勅力はありません。

20燿以降でも同じことが8えて、いま感染していないのであれば、

ワクチン格僣は有効です,
鳳 11、 ヨロ lご ●●テ」● .

一―一一― SToRY_`: 3

に

く勢,35>♪ ちょつと特つた1の8)

れ とヽ田くと手術というのが一般09なイメージですが、

手術以外に多くの治療法が存在しています。

その一例としては、

放射燎治療の割合が日米で大きな開きがあること。

欧米ではヽヽ息者さんの6割～681が受ける放

"線
治層を、

日本では25%程度にとどまつています。

また.続がん剤だけで、がんを完治させることはできません。

従つて、手術と放射線治療が

がん治療の中でメインプレーヤーに相当します。

がんと分かつたら すぐに手術、という訳でなく

色んな治療オを自ら選ぶ姿勢が大切です。

発展的な内容としては ある医者に1つの治療法を

働められた場合でも、他の医師に意見を求める。

このことを「セカンドオビニオン」(2つ 日の意見という英語です)と

呼ばれますが、これをぜ0受けることが望まれます。

P。 7

●

童l● eArl治凛誌

“

ある.
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STCRY_J1 4

――STORL1 5

く鮨14彗 >♪ 始凛漱は色々あり議すよo彗
"

菫

"●
と口くと,嬌く」「柿い」というィメーツがありますが、

工しく治■に使えば、■●柿くありません.

彙饉、放射線治凛で患」あるいは皮膚の選度は,ノ looo℃も上がりません。
さらに菫射●潜療は入院をしなくて,い tヽ ほど,日単に清0珀 凛です。
アメリカなどではそれがお諄ですが 入院する心要がなく
崚事や仕事をしながら週院のかたちで行なうことが普通になつています。

にもかかわらず 0本では4人に1人しか受けていない現実があります。

放

"線
治燎以外にも有効な治燎方法が存在しています。

雷g:」り1幌豊i勇ξll曇:よ

?ては・巣の
政
",お

■は、rんの清彙あるいは月炒o
リンパ●にX,などの放iコを熙コする.

このこ|によって お彙的にはがん翻口をゼoにするということにより、
手構と自凛凛の効果を上げる方法です。
抗がん剤は 漱み属あるいは点着として菫鮨を身体の中に投与す0も 0.
抗がん割は全身に案枷′行き斌りますので 40に 転移が広がつた
■合などに,なわれることが多い。
湾行がんあるtヽは鮨移しているような状況に行なわれることが,い。
航′ん

"は
遺歩もめざましく.□十用を,えたり、

吐き気を,える軍など0田発されてしヽます,

く■15お >♪ ドヽの痛みはとろうの普♪

がんによる痛みは、痛みをとる案によって和らげることができます。

注射や点洒によるものもあります水 ほとんとの場合は

飲み案 貼り菫とtヽつた形で行われることが多く.

「医療用麻菫」という言葉のイメージと,実には

少し違いがあるのです。

また、制作用はあまりなしヽにも目わらま

日本ではアメリカの,ノ 20しか使用されていない事実があります。

痛み止めは身体に思いという印凛を日本¬鵡 たれがちですが、

がんの痛みの場合には痛みをとったほうが

長生きするというデータもあります。

しかし近年は、日本の医師も痛みを取る、あるいは心のケアをする、

電和ケアの研修を受けるように薔務付けられていて

瘤み止めの使い方などにつぃてもかなりの進歩が見られrtlま す。

通切な■mケアを行なうことで、

がんの周みは取ることができるのです。

P。 8

一―一STOR■16 く義 16薔 >♪ 饉和ケア のも

"

生活の質を保つ方法である■Юケアは ,

きまきまな普痛を壼すことを自想としています。

例えば心の薦み,燿済的なもの、あるいは中族との団れなどの

社会的な澪みなど.さ まざまあります。

そもそも自分という存在が無くなるという

スピツチュアルな嘉みもあります .

これらさまざまな痛みを全人的な痛みと●いますが、

その中でもますは身体の苦痛、とりわけ粛みが最も菫事です。

これを取つてこそ、他の網みが前面に出てくる。

もう少しこのことを深く考えると、痛みを取つていないB沐においては

ヽ0痛みというものがないのです。

つまり、身体が瘤いと、あとか社会とか

スピツチュアルところではないのです。

さらに発展的な内,としては、燿●ケアは末用にのみ行なわれる、

つまり1妹nC療と自されることが,かったのですが

実はがんと,断された初期段階から.

がんのお饉とともに組み合わされるべきで 心のケアなどを

することによつてかえつて工命するというデータ0あ ります。

つまり お晨と燿和ケアはどちらか、ということではありません。
パランスやウエイトが がんの早期と終末lnで ●合が,なり、

早70においては治療が多くをとめ、

腱末■に従って菫わケアの

“

合が■まつていくということなのです。

全話の振り返りとして、かんにならないためには,

禁燿十生活習耐 週●Iに加え、

定期的に検診褻 けることが大切です。

ただ、ここでは触れられていませんが,がん治療においては、

がんに関するデータの蓄積が特にあ雲。

日本では(感簗症に関しては正確にデータを採る仕組みが

出来上がつてしヽます(今月、何人が結核にかかったのか、など)が ,

ドヽの場合は科学的データがなく、

有効な対策を打ちにくい状況が執いています。

がんの科学的データを彙めることは,個人情IRの保護に最大限,

最新の注意を払う仕組みを確立した上で、

社会を摯げて取りlaOことが望まれます。

――STORL1 7 417日 >♪おしれおしれソ

Pぎ 9
-17- -18-



前川委員提出資料

がん対策推進協議会 門田 守人会長

平成23年 8月 25日

がん対策推進協議会委員

前川 育
学校での「がん教育」の在り方について

第 22回がん対策推進協議会におきまして、学校での「がん教育」は「重要」であ
るとの論議に加え、小。中学校の「学校医」に「がん教育」を担当していただいては
どうか、また、学校医の実態についても議論がされました。
私は、本協議会において、がん教育を必修とするよう、「義務教育段階で、正式に

『がん教育』を実施すべき」という認識の

「

致をしてはどうかと提案いたします。

1. 「病気の中でがんだけを特別に取り上げるのはどうか」というご意見もあるかとは
思います。しかし、「2人に1人がかんになる」という状況は、よく言われる言葉で
はありますが、まさに「国民病Jですじ感染症が学校で正式に教えられている状況と
同じように、がんにっいても教えることが必要ではないがと、考えます。

「がん教育」として、目指すべき方向性を論議し、「本来在るべき『がん教育』」と
いうものを明確にすべきではないでしょう力、

2. まず、学校での「がん教育Jを考ぇる上で重要なのは、教える人 (教師など)と 、
生徒・児童との両方からの視点です。教える人は、「教師」か「医療者」が考えられ
ますが、やはり、立場的には教師です。ただ、教師が直ちに「がん教育Jを行える状
況ではありません。

この「がん教育」を行うための環境作りは文科省を中心に行われるべきですが、本
協議会からも、その必要性を訴えたいと考えます。教師への「がん教育Jは欠かせな
い問題ですが、その方法は、今後の検討課題です。

3.一 方、各小・中学校には「学校医」という制度があります。一部地域 (首都圏と中・

四国地域)ではありますが、「学校医」の実態を調べてみました。ほとんどの学校で
内科医 (小児科医含む)が存在していることが分かりました (別紙)。

ただ、学校医の「業務」に感染庫に関する指導 `助言はあるものの、「がん」とい

う病気への言及はありません。また、学校医の方々は、生徒への「教育」といぅ「業
務」が前提ではありません。しかし、「国民病」ということを考えれば、学校医の方々

にも何らかの形で関わっていただく方法もあるのではと考えています。ここは、重要
な検討課題だと思います。

4.ま た、生徒への「がん教育Jを、教師ではなく、「がん医療専門医」にお願いする
ということも考えられます。ただ、そのためには、「教育」という現場に、「医師Jが
赴くという体制の議論が必要かと考えます。

5。  生徒への「がん教育」に関しては、DVDな どの映像を使う方法もあるのではない

かと考えています。私は、人権教育の一環として、学校から講演依頼を受けて講演さ

せていただくことがあります。生徒たちに、亡くなる2週間前に撮影した末期がんの

患者さんの DVDを 見せると想像以上に生徒たちは関心を持ちます。「帰宅後、その感

想を家族にも伝えているようです」と担当教師から伺っています (下記<参考>に生

徒たちの感想の一部)。

生徒への「がん教育」かつ、親への「がん啓発」を考える意味でも、生徒の視覚に

訴える方法も検討の余地があるのではないかと考えます。

く参考>
DvDを見た生徒の感想

①がん患者のMさんの映像の中で、

「いろいろな精神状態になる。悲しくはないけれど淋しいよね。辛いよね」ポッンポ

ツンと言葉をだしていく姿に、これが「死」というものに直面した時の心境なのかと(

心に深く残りました。亡くなる前のMさ んの映像で、がん患者さんや、家族の気持ち
がよくわかりました。がんについて、もつと知つておくべきと思いましたし、知りた

いです。 (県立 I高校)

②祖父ががんで亡くなつたのは、私が幼い頃なので、優しいおしいちゃんの死が何故か、

他人事でした。ただ、いつもは泣かない父が、泣いていた記憶があります。DVDを
見て、いのちの大切さ、限られた時間を無駄にしないように生きていこうと思いまし

た。

がんについての知識を深め、自分の健康管理に気をつけたいと思いました。私は自分
一本ではなく、いろんな人に支えられて生きているので、心配をかけないためにも、
自分を大切にしようと思います。(H中学校)

③病院で、一人でがんと聞い向き合う姿の映像を見て、がんについて何も知らなかった

自分が恥ずかしくなりました。

もつと、がんについて学びたい気持ちになりました (H中学校)

-1- -2-



各市区町 担当医 業務 l■en

A市 (160校 )

(首都圏)

ほぼ全員開業医 定期健診など

行事前の健康診断

日常的な相嵌は電話

・教育委員会側から依頼

・地域によっては、 2～ 3

の開業医から選んでいる

B市 (110校 )

(首都圏)

開業医 ・定期健診など 。すべて医師会の推薦

C市 (m校 )

(中 四国)

2名 を除き、

開業医

・定期健診など ・必要に応じ、教育委員

から医師会・歯科医師会

に推薦依頼

D区 (40校 )

(首都圏)

開業医 ・定期健診

・担当医師の関わり方次第で

差がある

ほとんど継続

変わる時は、医師会に

依頼

E市 (15校 )

(中 四国)

開業医 ・定期健診

・水泳・持久走大会前の健康相談

医師会で調整し:教育委

員会に伝える

F町 (15校 )

(中 四国)

1名 を除き

開業医

定期健診

就学時健診

修学旅行前健診

・教育委員会からお願いし

学校医になってもらって

いる
°

<参考 1>

学校医について

く参考2>              ,
学校保健法施術規則第 23条 (学校医の職務執行の準則)

1 学校保健安全計画の立案に参与すること。

2.学校環境衛生の維持及び改善に関し、学校薬剤師と協力して、必要な指導と助言を行う
こと

3.健康診断に従事する|と 。 (定期、臨時)

4.疾病の予防処置に従事し、及び保健指導を行うこと。

5.学校においては児童、生徒、学生又は幼児の健康相談に従事すること。

6 伝染病の予防に関し必要な指導と助言を行い、並びに学校における伝染病

及び食中毒の予防処置に従事すること。

7.校長の求めにより、救急処置に従事すること。

8.市町村の教育委員会又は学校の設置の求めにより、就学時児童の健康診断、学校の職員
の健康診断に従事すること。

9.必要に応し、学校における保健管理に関する専門的事項に関する指導に従事すること。

小学校の専門医別 (小・中学校合計 390校 )

年代,1グラフ

50校 5 8 5

D区 40校
,15校
「 15校

2 3

1 7

5 275

中学校の専門医別
肉 群

=二
科 ′卜県 科 :形外科

A市 160

7 2

D区 40
6 2 3 5

1 1

3 2 3

■A市■60校

●B市■10a

口C市 50校

■D区 40校

●Ett 15校

●Ftt 15校

声がご

=3- -4-



前原委員提出資料

「学校におけるがん教育Jへのアプローチ(日 本癌治療学会)

〈〓一

ゆ中

↓
専門学会の使命

正確かつ最新の情報提供

7おゴ励 の井嵐 β卜 の第一歩
″

2011年 10月 27日 (木)～ 29日 (土 )

名古屋国際会議場 ,

lhttp功

"ww nagoya‐
∞nFe"・CenterJprendish/index.htmll

名古屋市熱田区熱田西町 1・ 1

TEL:+81‐ 52‐683・ 771l FAX:+81‐ 52‐ 683・ 7777

会長:  西山正彦

綺 玉医科大学先端医療開発センター)

―
―
↓

・禁煙教育
・がん予防

学校教育、学校保健におけるがん教育の促進

学校保健会座議会

。問題認識
・指導要領
・授業時間
・教員負担

第49回 日本癌治療学会学備集会
特別企画1(ネットセミナー)児

=。

生徒に対するがん教育
(文都科学省後優)

身近で疎遠ながん(ランケート調査)

告知による混乱

それまであ菫嘗11毅[塚詈層ヒ下崎議:票箋電慮量誅信、焦燥
↓

亀獅絶別耽鶴 民    農茅
●

●

島者教育

`P●

tient Advocate pro脚 m)

発症低年齢化
HPVワクチン(子宮頸がんワクテン)の導入
検診の内容と重要性認識

鋼蹴譜最努召集騨毀絣 響聴
いでま帆ヽ

役割分担
 尋  

協力1制

身近な数青

イ
tiよ奮l__葬畢 _露 (支わ畔趣
甜 警員

~薇
百蓬b~鶴 縦

専門E壼職教育
(医師、栗剤師、■霞飾、
データマネージャー.

がん医療コーディネーター)

-1-

=2-



時男=1企ルイレ陽カコ.ンセンサヌミーカィングリ
層者教詐カ グラムをどの勧蹴ヴ

日時:10月 29日 (土)14130～ 17:00

第2会場 (4号館 lF自鳥ホール 席数 1,200)

目的: 適正な医療は、専門知識と技術。経験を持つた多職種の医療チームのみではなく、

患者やその塚族をも含めた協力体制によつてはじめて成り立ちます。そのためには、患者や

その家族も正確な知識を共有することが不可欠です。もっと「知りたい」、「学びたい」、そうし

た受療者やその家族の要望・権利に応えるために、患者教育力り台まりました。すでに欧米で

はかなり充実した規模と内容の教育が医療現場すなわち病院単位で行われていますが、日

本はまだ萌芽期といえる状況です。日本癌治療学会では、学術団体としてできることとして、

学術集会におけるベイシェントアドボケートプログラムや市民公開講座などを行つてきました

が、さらにいつてもどこでもだれでもが、知ることができる、学ぶことができるよう、0,ラーニン

グの運用を計画しています。また、ペイシェントアドポケートプログラムや市民公開講座もさら

に充実した内容にしていきたいと考えています。そのためには、何を知るべきか、1可が知りた

いか、について認識を共有する必要があります。0-ラーニングの講義科目案の一覧をもとに、

回答ボタンを利用して総計を確認しながら皆でこれを求める、これが本企画の目的です。な

お、本企画はWebサイトでも同時公開いたします。

特男」企〃 /体ットをミナーノ

児童 4

日時:10月 29日 (土),00～ 1130

第 16会場 (2号館 lF 211/212会 議室 席数 350)

目的: 二人にひとりが“がん"にかかり,三人にひとりが“がん"で死亡する時代を迎えた。

まさに国民病である。しかしながら、いまだ“がん"に罹患してはじめてこの疾患を直視するこ

とが多く、それまでの生活が根底からゆらぐ体験をすることになる。“がん"は必ずしも不治の

病ではない。あらかじめ正確にがんを知り、これに備えることがなによりも重要で、罹る前か

らの“がん"教育は肉体的精神的に多くの人々を救う。本特別企画では、学校教育、学校保

健のなかでぜひとも伝えていただきたいという期待を込めて、全国5大学に教員の方々にも

お集まりいただき、成人になる前に学んでおいてほしい“がん"の 知識を、双方向ネットワーク

を利用してセミナー形式で情報発1言する。

モデレーター :

西山正彦 [第 49回学術集会会長 埼玉医科大学先端医療開発センター]

古阪 徹 〔日本癌治療学会がん診療連携委員会委員長 日本大学耳鼻0因喉・頭頸部外科学]

モデュレーター :

杉山 徹

三木恒治

員島喜幸

片木美穂

[第 4ア ロ(2009年 )学術集会会長 岩手医科大学産婦人科]

[第 43回 (2010年 )学術集会会長 京都府立医科大学泌尿器外科学]

[NPO法人パンキャンジヤパン理事]

[卵巣がん体験者の会スマイリー代表]

i」1執IⅢ l 嬌ロ
(分 )

【背景説明】

第 48回 (2010年)学術集会ペ

イシェントアドボケートプログラ

ムのアンケート結果

三木恒治

鵬判8回(2010つ学綱署準長

…
斗だ翔熙詢悧曰

e―ラーニングの講義科目案
員島喜幸

[NPO法 人パンキヤンジャバン理事]

【会場アンケート】1可を知るべきか、何が知りたいか

重要テーマの選択〈基礎項目)

片木美穂

[卵巣がん体験者の会スマイリー代表]

重要テーマの選択(専門項目)

杉山 1散

悌 47回(2m90学綱審絵長 岩用吾

…

訟利

(Webサ イト公開協力:キャンサーネットジャパン)

=||,報
1職

=il■

(質 疑)

【基調講演】

学校教育における“がん"教育

森 良―

(斑需母嗜スポーン鴇ロメ刊局等堵卸自康教警龍保教鸞月■呈自)

15

(10)

セミナー

がんは不治の病か?

(サバイパーと年次変化)

片野田4jI太

(醐¨ 夕拙 ¨ くん詢憧― D

15

10

がんの危険因子と予防

(がんワクチンも含めて)

笹月 静

(国立がん研究センターがん予防・検診研究センター

予防研究部)

15

!0

がんの検診 :そ の実際と効果 平井康夫

(霜瓢究鋤彪池オ 〕働

5

0

がんの診断と治療の実際 塩崎 均

(近畿大学医学部長)

5

0

家族ががんになつた時

(家族の心と生活の変化)

大西秀樹

(埼 玉医科大学国際医療センター精神腫瘍科教授)
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「がん」 という疾患には、ウイルスや生活習慣など様々な背景があります。あ らかじめ正確にがんを知り、

備えることは重要です。日本癌治療学会では、10月 の学術総会の中で、がん教育を取り上げます。それに

先立ち、がんの教育について、各ご出席者の方々にお話をいただきました。
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がんの教育の必要性

1: 今日はがんを学校現場で教えるというテーマで

すすめてまいつたいと思います.そ 11では、日本癌治

療学会として、教育現場でのがんの教育の試みをすす

めている西山先 /」・から13話 をお願いいたします。

1  結IInか ら申し上げますと、ぜひとも、がん教育

を学校教育の場に取り入11ていただきたい。日本扇治

療学会としてはヽその導入や実施に対 して、孤極的に

協力・支援 していきたいと考えております .

がんの罹患率が年々増加し、現在、国民の二人に一

人は一生の うちなんらかのがんにかか り,二人に一人

はがんで死 亡しています。もはや、がんは選けては通

オ■ない国民疾患となりました,と ころが、がんを告知

さオ1た時、ほどんどの思者さんは,頭の中が真っ自に

なつたといわ11ます。■人に一人
|ま
がんになる世の中

で、日常盛んに耳にする疾患なのに、告知によって初

めて “自分たちの問題 "と して意識するという状況な

のです 無理もないことですが、冷静な判断ができな

くなることは大きな|.5題 です`がんでは自分の病静

病気を正確 に知 り、適切な治療を選択することが重要

ですでもし、がんになる前にがんをよく知つていたら、

がんに対す る対応はずい ぶんと違ってきますてそのた

めには子どものうちから少 しずつ知識を得て13く 必要

があります .また、年々がんは若年化するほ向があっ

て、子どもの頃に両親が亡くなる場合も増えています
`

こ11は子どもにとつて実に大きな出来Vです。なので、

がんにならないためにはどうすべきか、がんになった

らどうするか、また、家族ががんになった時どうサポー

トするか、などを考える機会、またそのための正確な

知識を、早くから学校教育の場に取り入llnていくほう

がいい。今回、日本癌治療学会の学術総会では、文部

科学省のご後援のもと学会会場にカロえ、全 |工|の 5つの

大学を会場 とし、学校で保拠教育にかかわる皆様 にお

集まりいただく機会を設けます /71んとは何か、がん

の現状などについてがんめ専門家におR舌 ぃたださ、ま

ずは教育現場の方々にそれらを1■ 確に力1つ ていただ

く、がんは必ずしも不治の病ではありません.がんを

宣告さ11た男性の15%、 女性の54%も の方が、その

後 5年間以上存命さ11ています.こ の事実を知るだけ

でも、告知‖キに、絶望のため頭の中力填 っ白になると

いうことは少なくなります.今回の学術集会では、が

んは不治の病か、がんの危険因子と予防、がん検診、

診断と治療、家族の力rん の時の対応をテーマに、討饉

いただく機会を用意いたしました。多くの関係者の皆

様にご参加いただき、こ11を きつかけに学校教育の場

でぜひともがんを取 り上げていただけ,1ば と思ってい

ます。それにより、より良い医療が受けらイ1る ように

な り、がんの医療 レベルも上がるものと思います.

ll, 今回の学ltr総会では、名古屋の会場を拠点に全

国 5つ の大学とら レビ会議システムでつなげるという

ことですが、全国の学校の先生方にも大勢ご参加して

いただきたいと思います .

学習 指導要 領 とがん教 育

■= では、学校現場i学校保llllの 分りFではがんを現

状でどう捉えているのでしょうか .

私は学校医であり、脳外料医でもあるわけです

が、以前のがんの告知は、思者さんの家族や親類でも

なるべくしっかりした人を選んでがんを告知 していた

時代がありました。]卜住は、事実について、家族 とそ

の本人にも告知するという時代にな りました、となる

と、子 どもも一緒 に家族のがんを告知さInる という場

合もあり、やはり、子どもの頃からがんの教育は必要

なのではないか、生活習慣に関する大切さ、早いうち

か ら知識を持って検診を受けるなど、学校教育の中で

入オ1て いく必要があるのではと思いました。そうなる

と、日本癌治療学会の方々の取組は,き強く、本会が何

SINET接 続大学と協力講座

大学メディアセンター名 協力講座

1

筑波大学学術情報メディア

センター

大河内 信弘

小日竜也
筑波大学大学院。消化器外科学

2

東京大学情報基盤センター

東大本郷キャンパス浅野地

区情報基盤センターネット

ワーク部門

赤座英之

河原 ノリエ

東京大学先端科学技術研究セン

ター「総合癌研究国際戦略推進」

寄付研究部門

3
大阪大学サイパーーメディ

アセンター 情報企画課
松浦成昭

大阪大学大学院医学系研究科

保健学専攻機能診断科学講座

分子病理教室

4
岡山大学総合情報基盤セ

ンター 情報統括センター
松岡順治

岡山大学大学院医歯薬学総合

研究科緩和医療学講座

5
九J‖大学情報基盤研究セ

ンター

前原喜彦

調  憲

九州1大学大学院 消化器・総合

外科(第二外科)

出席者 :学校保健会関係者
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らかの形で手低いできオ1ばと思っています

': そこで、なんとかして教育現場にlTRり 人ね られ

ないかということなのですが,こ 11ま でいくつかの学

校でがんの教育をやっているのですが、中には文部千1

学省の学習指導要領の中にはいっていないから関わイ1

ないというケースがありました 現場の養護の先生方

でもがんの教育に想いを持たれている方 :ま多いと感じ

るのですけオlど、現状ではどれ も点で しかなく、線、

面にはならないのですね そこのところご意見をおF●|

かせいただきたいのですが ,

教育設程の基準 は学習指導要領で示さ11て いま

す.学習指導要領における保健の記述は、例えば核病

の予防では 1感染症」1生活習慣病,な どの大

“

1で 示

されており、個別の疾病についてまで示さオRて いませ

ん.また、学習指導要領の解説では、インフルエンザ

や結核など発達の段階に合わせた疾病を例示していま

すが,惑性lTI生物については高等学校で示さオ1ていま

す ただ.lFl示 にある疾病をすべて取 り上げなけオ1ば

いけないわけではありません、疾病の予防の原理・原

則を理lFす るために何が適しているかを学校が考え、

教材づくりに取 り組んでいるのです、ですので、がん

が、疾病の予防の原理・原則を学ぶ 上で典型的な疾病

になるかどうかが、より多くの学校で指導さオ1る鍵と

なります。ほかにも、がんについては、喫煙の防止に

おいて 1市 がん、保健医療機関の有効活用で検診など

様々なところで取 り扱わ11て います.がんを教えると

いうことの意義や IIE値 を様々な場で伝えていただくこ

とが,多 くの学校てがんを教材として選択することに

つながるかも知れません.視点を変えて、ll康教育全

体から見ると、たとえは 歯科保腱では、子どもたち

が実感を伴って学習することができるので分かりやす

く、むし歯や歯肉炎の子ども/Jf減るので成果が見えや

すい`そのよさを生かして歯科保健を核としながら健

康教育全体に迫ることができます.がんを中心とした

教育が健康教育全体に寄与できると言えるようでした

ら現喘は受け入11る のではないでしょうか.

Ⅲ・ 今の話を受けて日本学校保健会 としてはいかが

でしょうか
=

たとえば性教育ですが、これまで現実問題 とし

て必要性を認めて提案してきたのですが、文畜じ科学省

としては今の説明にありますように、指導要領の中に

ないことはなかなか11し い:学習指導要領の中でのが

ん教育をり1記するのは難しいので :まないかと思うてい

ます、具体化 しやすいのは、子どもにがんの教育をす

るということは、家庭に伝わつていき、地 l」Aの活動と

してもつながる.学校保健安全法の中では、学校だけ

でなく、地域を活用 して学校、家庭、地域が連携して

第 200■  (9,

健康教育を行うとなっていますが、学4xA医 や屎療N係
者力

'子
どもに直接教えていくのが一番の,丘道ではない

力、三者が1:携 してやメtる 、学校保健委員会の中で扱っ

ていくということが 番具体化 しやすいし、文部科学

省も認めてくオ1る のではないか.それには、まず、 ‐

つは、各学校には,学校医、山科医、薬剤師がいます

その人たちの集まりの ところでがん教育の必要J:を 指

導していただき、そイ1を 各学校へ持って帰っていただ

く′直接各学校へ出向いて行かイ1る のは大変です 今

回の学校保健安全法では、校医の任務 として保健指導、

保健教育をするということが入 りました.第 6条 の疾

病の予防には、がんの予防も入 ると思います 法にあっ

たものをやっていくのであればいいのではないでし た

うか
`

がん教育の進め方

■・ 医療と教育という社会の根幹にあたるある部分
を日本学校保健会が担われて戦前までは核を作ぢうと
した動きがあったわけですが、戦後のCHQの lrx策て
絶たオηてからというもの、医療と教育がうまくかみ
合っていないような気がするのですが.

' 
実はがん対策は国策なのです.ヵ

`ん
対策基本法

が国会全会一致で可決 さ11、 国を挙げて、IA々 の分り′

の皆さんが力を合わせ、がんを決減するための活FJlを

推し進めている。教育現場もlFl外ではないはずですが、

こうした動きはまだ十分に学校教育の場には届いてぃ

ません。がん診療連携病院などができ、地域の医療連

携も整いつつあり、 ‐
般に向けてのがん教育は、こう

した施設や機関などが市11す る市民14ミ ナーなどの形

で全国で進められています.そ11以 外にも、多くの1,

民公田講座なども実に多く開かイ1て います。がん教育

にはいろいろなシステムが必要なのですが、ただ一点、

11来 を大人になっていく子どもたちの教育、その部分

だけはいまだ未開拓の領域です。先ほど、歯科保側の

ように、効果すなわち改善 1犬 況が、日に見えるといい

というお話がありましたが、がんの場合、好発年齢か

ら考えて,短期間に直接的な効果は見えにく0、 もし

そうした指標をということならば、検診率があげらオl

るかも知れません 検診により、ワ]ら かに死亡率が減

るがん腫があります´その必要性を、早めに教えてぁ
げることで検診率が Lが り、死亡率が下がるという効
果が生ま11る _こオ1は数字としてぁらゃイ1る もう一

つは、がん予 VIの 面です 予防できるがんも少しずつ
ですが増えてきました、たとえば子宮頭がんの場合、

旱めにツクチンを接覆するのが有効だとさオ1て ぃま
す。ただ、どこで、いっ、何度、どうして接租しなけ
オ1ばいけないのか、経済的な支援が受けられることも

知らない方 も少なくありません 早期からのがん教育

は、こうした予防や早期発見に結び付くものと考えら

れます.

乳がんについても自己検診の方法を教えることで ll

めに気がつ くこともできます。また、早くか らワクチ

ンを受けら 4・ るというチヤンスを正確に教え ること

で、次のステツプに進むこともできます。みんなでノ

ウハウを活かし、専門分担をして、がんになる前から

広く知って いただけるシステムを作 りたい.私たちも

教材や、情報を提供していきたい.4ヽ学校では性学年

向け、中学年向けな どの視聴党教材などを関係者とと

もに作つていくことで、現場の先生方の負担も減るだ

ろうと.ただ、まだがんについて早いうちか ら教育を

しょうとい う最初のコンセンサスが得 う11て いない.

これを確定 したうえで、学校医の方に13願 いすべきな

のか、養預教論の方なのか、担任の先生方なのか、ま

た、どのよ うな形でできるのか、詰めていく必要/7fあ

ると思います`ただ し、先ほどもお話にありました力
'、

がんに対して細切れにいろいろな領域に分散するより

も、ある程度まとめて教育するほうが効果的 と思いま

す。

子どもたちの発達の段階を踏まえると、多様な進

め方が考え られると思います。雪下専務から話のあっ

た学校保健委員会を中心に学校医と連携し、家庭・地

域を巻き込んでいく方法や、学校が選択できる教材を

提供していく方法な ど.学習指導要領では、子どもの

発達の段階を踏まえて小学校は身近な生活、中学校個

人生活、高等学校は個人及び社会生活に関する内容憫

成になっています、疾病の予防に関して言うと、小学

校では、直接が
～
を151り 扱つていませんが、望ましい

生活習慣を身につける必要性について学びます、 こ11

1まがんの予防につながると思います。解説では高等学

校でがんを取り扱うことになっていて、検診について

も新しく示さオ1ま した。

, 子宮戦がんの場合、性行為との関連も重要です.

小学生にそのような話をすべきかどうかとか、中学生

でも個人によつて違いはあると思いますが、早めに知

らなけ11ばならない事実の つです。今日をきうかけ

として、学校教育の中で、がんがどう扱われているの

か、私たちの認識とど11だ けのギャップがあるのか、

などがわか
'1ば

、すり合わせることができる.も っと

いいものができるとは思うのですが,

学校保健の中でのがん教育

学校保健の中でどういう扱いをするのがいいの

か具体的にはどうお考えですか.

高枚では、できイ1ば保健体育科の一項目として

投 ってもらいたい そ11以 11の 段階では、DVDと か

を一緒に作成することは可能なので、年に数回でもこ

れを視聴する機会 を作っていただけれ 11,保言ユ者会な

どで機会 をつ くってもらうなども方法の一つだと思い

ます.その段階 と日標については、話し合いの中で確

定していきたいと思っています .

学校の教科の中で行うのと、そオ1以外で行うの

は違います.保健体育教rは一年間の中で保健の授業

となると実施時間はあま りありません.保健体育の先

生、担任の先生にできるかどうか、現実 F・l題 としては

性教育でも 1,2時「HDと ることも大変`なので、性教

育は私が 日本医師会に在籍 した時に地元の婦人科専門

医がやるということで専門校医制度を文科の出力をも

らってできるようにしたのですが,それも制度化まで

いまだにてきない.性の問題も大変で、必要性 も認識

しているのですが、なかなか認めらイ1て いません,学
校保ll委員会 の中で取 り上げる時間を作つてもらっ

て、そこから入っていかないといけないと思います

健康教育については教利保健以タトでも実施さ11て

います、教育課程の枠組みを理解していただけるとあ

りがたいです.教科保健は国民に必要な最低限の健康・

安全に関する指導内容を体系的に示していますが、特

,1活動、総合的な学習の時間は学校等が課題等を選択

することができます。その際においても、様々な諜題

がある中で、その必要性を現場にどう伝えら

'1る

かが

大切とな ります。

最初か ら教科で取 り入れ ら11る のは難 しいとい

うのは理解できます.現状で、できる可能性 /Jtあ ると

したら高校だ と思いますが,実は高校からでは違いよ

うに思います。まずは、重要性の認識が共有できるか

どうかです.総論賛成、各論反対では前に進みません。

多くの方にがんを早めに知ってもらう,こオ1に は,早

期からの学校等での教育が重要です´市民公開講座で

は限界があります,学会 として、がん扶滅を目指して

できる限 り正確な情報を幅広 く提供する、その社会的

使命を果たしていきたい と思っています,こ の 10月

の学術総会では、森先生にも講演をしていただく予定

になっています。より多 くの学校関係者の方々にがん

教育の重要性 を認識 していただき、ご意見をいただき

たい、次の機会があ11ば、内容をさらにステップアッ

プさせていきたい。ヰPI医、メディカルスタッフの教

育、思者さんの教育と合わせ、1■来へ向けてぜひとも

つなげ
‐
Cいきたいと思っています.

)ll,H 本 日はどうもあリカ
'と

うございました。それぞ

11が抱えている課題がみえてきました。こオ1を きっか

けにして、いるんな人力
'集

えるような場を11=っ ていた

だきたいです2a。

(10平 成23年 9月 _____‐ ― ― 一 重

=竺
』  健  ・          第29喘
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松本委員提出資料

平成 23年 8月 11日
厚生労働省がん対策推進協議会会長 門田守人様

厚生労働省健康局がん対策推進室室長 鷲見 学様

がん対策推進協議会委員

松本陽子

第 23回がん対策推進協議会 協議事項について

第 23回がん対策推進協議会を欠席いた しますので、協議が予定されている内容に関 して、
下記の通り意見をとりまとめました。協議に反映されるようお取り計らい<ださぃますよう
にお願い申し上げます。

言己

1.がん教育につしさ【   若年期でのがんに特1ヒ した教育への取り組みの実施
年間 34万人ものいのちを奪う「国民病」であるがんについて、若年期から段階に応じて

正しい矢□識を身につける機会を設けることを要望します。(前回協議会に資料提出)

前回協議会での文部科学省からのご説明を受け、指導要領の改訂まで年数がかかることを
考慮し「冨」読本」のような形での早急な取り組みを要望いたします。実施にあたっては患者 。

家族などの意見が反映され、連携して行われることを要望します。

2.緩不ロケアについて 患者と家族に対しての「初期から切れ日のない緩和ケア」の実施
(1)トータルペインヘの取り組みの強化

薬による疼痛コント□―ルだけでな<、 トータルペイン Obの痛み、社会的な痛み、
スピリチュアルな痛み)への対応が強イじされることを要望します。

(2)家族ケアヘの取り組み

第 2の患者とも言われる家族へのケアの充実や、遺族へのグリーフケアなどへの積
極的な取り組みを要望します。

(3)在宅緩和ケア支援体制の強化

介護保険や地域の医療資源 (医療、看護、介護など)の利用がスムーズに行える体制
の強化を要望します。

(4)緩和ケアチームの活動強イヒ

「緩和ケアチーム」が、設置数で評価されるだけでな <、 十分に活動できる体制の強
化を要望します。                         ・

以上


